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このたび、青梅市社会福祉協議会では、「第六次

青梅市地域福祉活動計画」を策定いたしました。  

 これまで、当協議会では、平成７年度を初年度と

した「青梅市地域福祉活動計画」の策定から「第五

次青梅市地域福祉活動計画」まで、地域福祉活動計

画にもとづき地域福祉の推進に取り組んでまいりま

した。  

 平成３１年度から令和５年度までの５年間を計画

年度とした「第五次青梅市地域福祉活動計画」では、

「誰もが安心して暮らせるまちづくり」を基本理念  

として、これまで様々な事業に取り組んできたところであります。  

 

 「第五次青梅市地域福祉活動計画」の策定から５年が経過した今、新型

コロナウイルス感染症により、人と人が接触する機会が減少する中で、地

域の交流が停滞し、地域コミュニティが希薄化するなど、これまで地域の

相互扶助や家族で支えられてきた地域の在り方も大きく変化しています。  

また、８０５０問題、ひきこもり、ヤングケアラーなど、地域福祉の

課題は多様化するとともに、ますます複雑化が進行しています。  

 

 「第六次青梅市地域福祉活動計画」では、声を出すことができない住民

も取り残さない地域共生社会の実現に向けた取組や、地域に暮らす熱意を

もった住民の方々の他、商工業、農業、環境および情報技術など地域の

様々な分野の方々と協働して地域福祉を推進していく新たな体制づくりな

ど、当協議会が目指していく地域福祉の方向性を、具体的な取組を挙げて

示しています。  

 

「第六次青梅市地域福祉活動計画」の策定にあたって、青梅市地域福祉活

動計画策定委員会の委員をはじめ、多くの住民の方々にご意見を賜りまし

たこと、この場をお借りして、感謝申し上げます。  

第１章 

－はじめに－ 
   

青梅市社会福祉協議会  

会長  金子典由  
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この度の第六次青梅市地域福祉活動計画「えが

お・つながるプランおうめ」の策定にあたって考慮

したことは、第一に、３年余りのコロナ禍におい

て、青梅市の地域福祉の課題としてどのようなこと

があるのか、人と人が直接対面で交流することが長

く制約される中で、「声を出せない、あげられな

い」人が多くいるであろう。そのような人たちの声

を拾い、受け止めるために必要なことは何なのか、

そのような思いを、委員の皆さんと共有し協議して

きました。  

 

第二には、超高齢化・単身化、また超少子化社会を迎える中で、民間

の立場でできる事は何なのか、青梅市における地域福祉の新たな課題に対

応するために、前例にとらわれない社会福祉協議会が持つ強みを最大限に

活かし、それらの課題にチャレンジする内容にしたいということでした。  

  

 その結果、計画の基本目標として、「声を出せない住民も取り残さな

い、みんなが支援を受けられるまち」、「農業、商工、環境など分野を超

えて協働する地域を基盤とした地域福祉の推進」、「地域の活動を通じ

て、「人と人」「人と地域」が交流するまち」をあげており、その実現に

向けた様々な新たな取り組みが提起されています。  

 

 本計画を実現するために重要なことは、青梅市の多くの関係機関や団

体、地域住民等が活発に交流し、それぞれの立場でできることを通し協働

することであると思います。  

社会福祉協議会は、そのような力を発揮する媒介役として大きな力を

発揮できる可能性を持っています。そのためにも、住民にとって身近な  

１１の支会において、各地域の特性を踏まえた地域福祉の取り組みを着実

に、また活性化していくことが求められます。  

 

 本計画が示している青梅市の地域福祉の内容が着実に取り組まれ、多く

の「えがおがつながる」青梅となりますよう願ってやみません。  

－第六次青梅市地域福祉活動 

計画の策定にあたって－ 
   

青梅市地域福祉活動計画  
策定委員会委員長  

法政大学教授  宮城  孝  
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国は、「ニッポン一億総活躍プラン」や、「『地域共生社会』の実現

に向けて（当面の改革工程）【概要】」にもとづいて、制度・分野ごとの

「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域

の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野

を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、

地域をともに創っていく社会「地域共生社会」の実現を目指しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、令和３年４月１日施行の「改正社会福祉法」により、  

〇アウトリーチを含む早期の支援  

〇本人・世帯を包括的に受け止め支える支援  

〇本人を中心とし、本人の力を引き出す支援  

〇信頼関係を基盤とした継続的な支援  

〇地域とのつながりや関係性づくりを行う支援  

を理念とする「重層的支援体制整備事業」を創設しています。  

－計画の背景－    

出典：厚生労働省資料  
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 一方、東京都は、「第二期東京都地域福祉支援計画（令和３年度～令和

８年度）」において、「誰もが、所属や世代を超え、地域でともに参加・協

働し、互いに支え、支えられながら生きがいと尊厳を持って、安心して暮

らすことができる東京」「地域の課題について、身近な地域において包括

的に相談でき、解決に向けてつながることができる東京」「多様な主体が、

それぞれの専門性や個性を生かし、地域づくりに参画することができる東

京」の３つの理念を掲げ、「人が輝く」東京を目指し、東京における地域

共生社会の実現に向けて取り組んでいます。  

 

 こうした中、青梅市の人口は、平成１７年度をピークに減少に転換し、

人口減少が進行しています。  

年少・生産年齢・老年の３区分人口の推移を見ると、６５歳以上の老

年人口および割合がともに増加している一方で、年少人口、生産年齢人口

は減少し、それぞれの割合についても低下しており、少子高齢化が進行し

ています。  

 当協議会と青梅市民生児童委員合同協議会が協働して実施する７０歳以

上高齢者の生活実態を調査する「高齢者実態調査」の結果では、一人暮ら

出典：厚生労働省資料  



5 

し高齢者が毎年増加していることがわかっています。  

このような状況に加えて、新型コロナウイルス感染症による行動制限

により、地域の活動が減少したこともあり、青梅市においても地域のつな

がりは希薄化している状況にあり、孤独・孤立化する高齢者が増えている

傾向を伺い知ることができます。  

 

これまで、日本の福祉制度や政策は、地域の相互扶助や家族同士の助

け合いを基盤に、子ども、障がい者、高齢者といった対象者の属性や要介

護、虐待、生活困窮といったリスクごとに制度を設けてきました。  

しかしながら、核家族化が進むなど、かつて日本社会を特徴づけてい

た社会のあり方は変化し、近年、顕在化する８０５０問題、ひきこもり、

ヤングケアラーなどに代表される複雑で複合的な困りごとは、これまでの

属性や分野別の支援では対応が難しくなっており、制度の狭間に落ち込ん

だ新たな課題が表面化しています。  

 

 地域福祉は、変革の時を迎えており、自治会や地縁の繋がりだけでない

地域のつながりや、属性や分野別の支援ではない地域を基盤とした包括的

な支援が求められています。  
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「第六次青梅市地域福祉活動計画」では、自治会や地縁の繋がりだけ

でない新たな地域のつながりや、属性や分野別の支援ではない地域を基盤

とした包括的な支援を実現するため、１３の活動（２０ページ参照）に取

り組んでいきます。  

その中でも、「潜在化する支援が必要な人へのアウトリーチの実施」

「重層的支援体制整備事業の推進」「地域における地域福祉の担い手育成

と連携」「社会福祉法人や企業の社会貢献活動と連携した取組」「災害支援

ネットワークの構築」の５つの活動を重要な取組として位置づけています。  

「潜在化する支援が必要な人へのアウトリーチの実施」「重層的支援体

制整備事業の推進」では、ヤングケアラー、８０５０問題など複数の課題

を抱える複雑化・複合化した支援ニーズに対応するため、これまでの分野

別の支援ではなく、分野および属性を問わない包括的な支援を行っていく

体制を整備していきます。  

また、住民からの相談を待つのではなく、相談に来ることができない

住民の困りごとについて、アウトリーチを通じて吸い上げていきます。  

「地域における地域福祉の担い手育成と連携」「社会福祉法人や企業の

社会貢献活動と連携した取組」では、農業や商工、環境などの福祉以外の

分野の方々、福祉施設の職員などの福祉のプロフェッショナル、そして地

域住民が交流しながら地域福祉の推進に向けて協議を進めていく、新たな

地域のつながりを築いていきます。  

また、民間企業や社会福祉法人の社会貢献活動を支援し、連携して、

新たな組織間のつながりを構築していきます。  

「災害支援ネットワークの構築」では、青梅市、災害時支援の担い手

と共通の認識のもと、災害支援活動を実施するため、「災害時連携協議会」

の設置、運営や、ボランティアセンター設置訓練を実施し、災害時支援に

おけるつながりの構築に努めていきます。  

当協議会は、１３の具体的な活動に取り組んでいくことを通じて、地

域における新たなつながりの構築および地域住民への包括的な支援を実現

していくため、「第六次青梅市地域福祉活動計画」を策定しました。  

－計画の目的－    
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「地域福祉活動計画」は、社会福祉法第１０９条の規定に基づく民間

組織である当協議会が呼びかけて、住民、地域において社会福祉に関する

活動を行うもの、社会福祉を目的とする事業（福祉サービス）を経営する

ものが相互協力して策定する、地域福祉の推進を目的とした民間の活動・

行動計画です。  

 一方で、行政が策定する「地域福祉計画」は、社会福祉法第１０７条に

基づく公的な計画です。  

 「第六次青梅市地域福祉活動計画」と「第５期青梅市地域福祉計画」は、

地域住民を主役として地域福祉の推進を目指すもので、共通の目的を有し

ています。  

このため、両計画の実現に向けて、当協議会は、青梅市と連携・協働

して地域福祉の推進に向けて活動していきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－計画の位置づけ－    
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「第六次青梅市地域福祉活動計画」は、「第５期青梅市地域福祉計画」

と計画期間を合わせ、令和６年度から令和１１年度までの６年間を計画期

間とします。  

計画期間の前半が終了する令和８年度には、計画の中間評価を実施する

とともに、計画の進捗状況に応じて計画の見直しを行うなど、柔軟な対応

を図っていきます。  

 

 
2 0 1 9  

R 1  

2 0 2 0  

R 2  

2 0 2 1  

R 3  

2 0 2 2  

R 4  

2 0 2 3  

R 5  

2 0 2 4  

R 6  

2 0 2 5  

R 7  

2 0 2 6  

R 8  

2 0 2 7  

R 9  

2 0 2 8  

R 1 0  

2 0 2 9  

R 1 1  

青梅市地域福祉活動計画  

 

青梅市社会福祉協議会 

           

青梅市地域福祉計画  

 

青梅市  

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－計画の期間－    

第五次青梅市  

地域福祉活動計画  

令 和元年 度～令 和５年 度  

第六次青梅市  

地域福祉活動計画  

令 和元年 度～令 和５年 度  

第４期青梅市  

地域福祉計画  

令 和元年 度～令 和５年 度  

第５期青梅市  

地域福祉計画  

令 和元年 度～令 和５年 度  

第六次青梅市  

地域福祉活動計画  

令 和元年 度～令 和５年 度  
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１  青梅市地域福祉活動計画策定委員会の設置  

  「第六次青梅市地域福祉活動計画」は、「青梅市地域福祉活動計画策

定委員会設置要綱」にもとづき、学識経験者や住民組織の代表など、

様々な分野において活躍されている方々に委員を担っていただき、日

頃の活動において培った見識から様々な御意見を頂戴し、計画に盛り

込むべく委員会を開催してきました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  職員によるワーキングチームの設置  

当協議会職員（以下、「職員」という）による、１チーム３人で構成

するワーキングチームを１３チーム組織し、ワーキングチームごとに調

査・研究し、計画期間における各取組の具体的な事項について協議しま

とめました。  

３  青梅市地域福祉計画策定に関する会議へ参加  

  「第六次青梅市地域福祉活動計画」と両輪をなす「第５期青梅市地域

福祉計画」を策定する「青梅市地域共生会議」に、職員が参加し、地域

福祉における様々な状況や意見について発言するとともに、両計画の整

合性を図ることに努めてきました。  

－計画の策定体制－    

御岳交流センターで行った第２回青梅市地域福祉活動計

画策定委員会の様子  
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１  潜在化する支援が必要な人へのアウトリーチの必要性  

 ●日常生活に課題を抱えているすべての当事者が、自ら相談にくるわけ

ではありません。支援の必要性を自覚していない、あるいは自覚して

いても様々な事情で支援の申し出ができない「見えない当事者」が存

在することは、これまでの活動において多くの事例から把握してきま

した。  

 ●これまで、当協議会では、青梅市民生児童委員合同協議会地区協議会

に職員が参加し、地域の課題や個別の困りごとの情報収集に努めてき

ましたが、具体的な支援に繋がる事例は少なく、効果的なアウトリー

チを行うことができていません。  

 ●「第六次青梅市地域福祉活動計画」においては、具体的な支援に繋が

るアウトリーチの仕組みを構築していく必要があります。  

 ●そのためには、本人・家族が相談できる環境を作るとともに、民生委

員、学校、地域包括支援センターなど様々な関係機関と連携して、困

りごとを抱える方の情報を収集していくことが重要です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 

－本計画において解決を目指す

課題－ 
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２  地域における地域福祉の担い手育成と連携  

 ●安定的かつ継続的な地域福祉活動には、地域において活動の核となる

住民との連携が必要となります。  

 ●一方で、地域に関心を持つ地域福祉活動の核となる人材は、簡単に発

掘できるわけではありません。  

 ●「第六次青梅市地域福祉活動計画」の取組においては、地域福祉活動

を進めるため、「人」の力が欠かせないことから、活動の核になること

ができる人材を発掘するとともに、連携を図る必要があります。  

 ●これまでのボランティアを募って実施していく活動だけでなく、プロ

ボノを活用していくことや、企業による社会貢献活動と連携していく

ことなど、サービスの担い手と利用者が W i n W i n の関係を築いていくこ

とが重要です。  

 ●住民のニーズをしっかりと評価し、プロセスを理論化して計画的に取

り組むことが必要です。  
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３  地域ごとの福祉課題解決に向けた取組  

 ●独居高齢者の増加や地域コミュニティの希薄化により、福祉ニーズは

複雑かつ多様化が進んでおり、公的サービスだけでは課題の解決が難

しくなっています。  

●「第六次青梅市地域福祉活動計画」においては、自らが暮らす地域

の生活・福祉課題や困りごとを、地域の実情をよく知る住民自らが地

域福祉活動に参加することで、地域課題の解決に向けた検討や、支え

合いの輪を育て、「第六次青梅市地域福祉活動計画」の基本理念である

「人と人がつながり、支え合い、だれもが安心していきいきと暮らせ

るまち」の地域づくりを進めていく協議体の組織化に向けて、取り組

んでいく必要があります。  

 ●市民センターごとに地域福祉推進委員会を組織し、地域ごとの生活課

題や福祉課題のニーズを評価し、課題解決に向けて計画的に取り組む

ことが重要です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域住民  

福祉施設 

地域福祉推進委員会  

農業、商工、環境

などの分野の方 

地域包括支援

センター職員 

企業社員 
民生児童

委員 
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４  子育て世帯への支援の拡充や孤独・孤立対策事業への取組  

 ●当協議会の事業は、高齢者を対象とした事業が多く、子育て世帯を対

象とした事業や、ますます深刻化する社会的な孤独・孤立対策に係る

事業に対する取組は少ない状況となっています。  

●「第六次青梅市地域福祉活動計画」においては、子育て世帯や、青梅

に暮らす若者が、「これからも青梅に住み続けたい」と思えるよう、子

育て世帯や孤独・孤立で苦しんでいる方々を支援する事業を拡充する必

要があります。  

●子育て世帯支援では、子育てを支援する既存の団体と連携し、地域に

不足する資源や機会を提供するほか、子育て世帯の経済的な支援として、

ランドセル、ベビーカーなどのリユース事業が有効です。  

●孤独・孤立対策では、インターネットを通じて情報を発信するほか、

家族の相談を受ける仕組みづくりと、傾聴ボランティア団体などと連携

して孤独・孤立の背景を把握し、個々に応じた支援をしていくことが有

効です。  
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５  多文化共生社会の推進  

●少子高齢化に伴う人手不足問題などにより、国は外国人労働者の受け

入れを拡大し、令和５年６月末時点で３２２万を超える在留外国人が日

本で暮らしています。  

●当協議会においても、新型コロナウイルス感染症による休業・休職に

ともなう生活福祉資金特例貸付の申請受付期間に、多くの外国人が相

談・申請に訪れたことから、困っている外国人が多く存在することを実

感しています。  

●「第六次青梅市地域福祉活動計画」では、外国人などマイノリティで

生きづらさを抱えている方々を支援するほか、地域福祉の担い手として

の活動を支援していく必要があります。  

●多文化共生を理解する住民や外国人をサポートする人材を増やしてい

くことが重要であり、様々な文化をもった方々が交流する機会を、提供

していくことが重要です。  
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６  地域共生社会の実現に向けた社会福祉協議会職員の人材育成  

 ●市区町村社会福祉協議会は、住民に身近な圏域で、住民が主体的に地

域課題を把握して解決を試みる体制づくりを支援する中心的な機関で

す。  

 ●「第六次青梅市地域福祉活動計画」では、地域共生社会を実現させる

ため、国が推進する地域共生社会の理念を理解するとともに、この地

域において何が必要であるのかを想像し、試行錯誤をしながら様々な

課題に取り組んでいくことができる職員が必要です。  

 ●当協議会は、職員の教育を計画的に実施し、地域共生社会の実現に積

極的に取り組む職員の育成を図っていきます。  
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７  大規模災害の対策  

 ●能登半島地震や東日本大震災、大型の台風や線状降水帯の発生による

浸水、土砂災害、大雪および火山活動による災害など、日本において

様々な災害が各地で起こっているほか、国から首都直下地震や南海ト

ラフ巨大地震の被害想定が示されています。  

 ●災害が起こった場合、市区町村社会福祉協議会の役割は、異なる組織

間を調整し、支援の力を被災者支援のために生かし、地元の住民主体

による活動につなげていくことのほか、復興期における継続的な支援

に繋げる取り組みを行っていくことです。  

 ●「第六次青梅市地域福祉活動計画」では、日頃から「地域力」を高め

ることが重要であり、災害ボランティアセンター設置訓練の実施、災

害ボランティアの育成および災害時に連携が必要な市や関係団体との

関係強化を図る必要があります。  

 ●減災や生活再建のため、青梅市と連携を図るとともに、地域の防災力

を高められるよう、職員の防災士資格の取得を推進することが重要で

す。  
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８  コロナ禍で顕在化した地域課題への取組  

 ●長引くコロナ禍により、孤立化と経済的困窮で苦しむ人が増えていま

す。ひきこもり、８０５０問題、高齢者フレイルが顕著となるほか、

社会的なつながりが切れてしまった住民も多く、これまで築き上げて

きた関係性が危機を迎えています。  

 ●コロナ禍における行動制限などによる休業、シフト減および雇止めな

どにより多くの事業主や労働者が生活困窮に陥りました。  

 ●「第六次青梅市地域福祉活動計画」では、これらの深刻な問題に対し

て、地域の実情とニーズを具体的に把握し、新たな課題を市、住民お

よび関係団体と共有しながら、課題解決に向けて連携していく必要が

あります。  
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 「人と人がつながり、支え合い、だれもが安心していきいき

と暮らせるまち」 

 

 

 

 

(1)「声を出せない住民も取り残さない、みんなが支援を受

けられるまち」 

  

(2)「農業、商工、環境など分野を超えて協働する地域を基

盤とした地域福祉の推進」 

  

(3)「地域の活動を通じて、「人と人」「人と地域」が交流

するまち」 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 

－第六次青梅市地域福祉活動 

計画が目指すもの－ 

   

２  計画の基本目標  

１  計画の基本理念  
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本計画は、「持続可能な地域づくり」を目指して、各取組に関連する

ＳＤＧｓのマークを表示しています。  

本計画に基づく各取組においては、ＳＤＧｓの目標を念頭に置き推進

していきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  S D Gｓについて  
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人
と
人
が
つ
な
が
り
、
支
え
合
い
、
だ
れ
も
が
安
心
し
て
い
き
い
き
と
暮
ら
せ
る
ま
ち 

【
基
本
理
念
】 

【基本目標１】  
声を出せない住民も取り
残さない、みんなが支援
を受けられるまち 

【基本目標２】  
農業、商工、環境など分
野を超えて協働する地域
を基盤とした地域福祉の
推進 

【基本目標３】  
地域の活動を通じて、
「人と人」「人と地域」
が交流するまち 

１潜在化する支援が必要な人へのアウトリーチの実施 

３子育て世帯への支援  

４孤独・孤立を防止する取組  

1 0 多世代交流の推進  

５成年後見・地域福祉権利擁護事業の推進  

７地域における地域福祉の担い手育成と連携  

８社会福祉法人や企業の社会貢献活動と連携した取組 

９職員の人材育成の推進  

1 1 多文化共生社会の推進  

1 2 災害支援ネットワークの構築  

1 3 障がい者の社会参加支援  

２重層的支援体制整備事業の推進  

６終活支援の取組  

４  計画の体系  

重点取組 

重点取組 

重点取組 

重点取組 

重点取組 

後期取組 

後期取組 

後期取組 

後期取組 

基本理念  基本目標  各種取組  
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１潜在化する支援が必要な人へのアウトリーチの実施         Ｐ２２～２４  

３子育て世帯への支援                   Ｐ２８～３０  

４孤独・孤立を防止する取組                Ｐ３１～３２  

1 0 多世代交流の推進                    Ｐ４５～４７  

５成年後見・地域福祉権利擁護事業の推進          Ｐ３３～３５  

７地域における地域福祉の担い手育成と連携          Ｐ３８～３９  

８社会福祉法人や企業の社会貢献活動と連携した取組         Ｐ４０～４１  

９職員の人材育成の推進                  Ｐ４２～４４  

1 1 多文化共生社会の推進                  Ｐ４８～４９  

1 2 災害支援ネットワークの構築               Ｐ５０～５２  

1 3 障がい者の社会参加支援                 Ｐ５３～５４  

２重層的支援体制整備事業の推進              Ｐ２５～２７  

６終活支援の取組                     Ｐ３６～３７  

取組分類  掲載ページ  

【子育て支援】  

【障がい者支援】  

【孤独・孤立対策】  

【高齢者支援】  

【在留外国人支援】  

【包括的支援】  

【地域づくり】  

【災害関係】  

【組織強化】  
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「声を出せない住民も取り残さない、みんなが支援を受けられるまち」  

 

１  潜在化する支援が必要な人へのアウトリーチの実施【重点取組】  

取組概要  

取組名称  潜在化する支援が必要な人へのアウトリーチの実施  

解決課題  １潜在化する支援が必要な人へのアウトリーチの必要性  

取   組  

〇地域の特性や地域住民が抱える生活課題、福祉課題を評価する地域ア

セスメントを実施する。  

〇当社協と青梅市民生児童委員合同協議会が協働で実施する高齢者の生

活実態を調査する「高齢者実態調査」を活用し、アウトリーチを行っ

ていく。  

○地域の困りごとを把握する民生児童委員と連携したアウトリーチを行

っていく。  

○「高齢者実態調査」において把握するひとり暮らし高齢者を対象に、

支援・見守りの緊急度を評価したリスクアセスメントを実施する。  

○当協議会が実施する事業において、事業参加者から困りごと等の情報

を収集してアウトリーチを行っていく。  

○市民センターや地域サロンなどにおいて、出張相談窓口を開催して、

地域住民の相談を受ける。  

○市内福祉施設等と地域の課題や困りごとなどの情報共有を行い、連携

したアウトリーチを行っていく。  

○様々な媒体を活用して、アウトリーチの取組について積極的に住民に

周知していく。  

○電話や窓口で受けた相談について、職員間で情報を共有し、各職員の

担当業務において必要に応じてアウトリーチを行っていく。  

取組目標  

R６年度  R７年度  R８年度  R９年度  R 1 0 年度  R 1 1 年度  

概要  
○地域の課題の

把握  
 
○様々な手段を

活用したアウ
トリーチの  
実施  

概要  
 

概要  
 

 
 
 

 
 
 

 

概要  
 

 

概要  
 

概要  
 

－基本目標の実現に向けた取組－    

基本目標１  
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○福祉施設との
連携強化  

 
〇ひとり暮らし

高齢者のリス

クアセスメン
トの実施  

行動目標  

○地域アセスメ
ントの実施  

 

○ひとり暮らし
高齢者のリス
クアセスメン

トの実施準備  
 
○出張相談窓口

の開催  
 
○高齢者実態調

査を活用した
アウトリーチ  

 

○職員間の情報
共有体制整備  

行動目標  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○職員間の情報
共有  

行動目標  

 
 
 

○ひとり暮らし
高齢者のリス
クアセスメン

トの実施  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○福祉施設等と
連携した    
アウトリーチ  

行動目標  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

行動目標  

 

行動目標  

 

数値目標  

〇地域アセスメ
ント実施  

    ５地区  

 
○出張相談窓口

開催  ５か所  

数値目標  

〇地域アセスメ
ント実施  

    ６地区  

 
〇出張相談窓口  

開催  ６か所  

数値目標  

〇地域アセスメ
ント更新  

    ５地区  

 
〇出張相談窓口  

開催  1 1 か所  

数値目標  

〇地域アセスメ
ント更新  

    ６地区  

 
〇出張相談窓口  

開催  1 1 か所  

数値目標  

〇地域アセスメ
ント更新  

    ５地区  

 
〇出張相談窓口  

開催  1 1 か所  

数値目標  

〇地域アセスメ
ント更新  

    ６地区  

 
〇出張相談窓口  

開催  1 1 か所  

事業概要  

地域アセスメントの実施  ／  市民  

〇①統計データ等の収集、②既存の地域資源のリストアップ、③民生委員､自治会、

市民センター職員等との情報共有、④住民インタビューなどにより、地域アセス

メントを実施する。  

○収集した情報をもとに地域アセスメントシートを作成する。  

高齢者実態調査を活用したアウトリーチ  ／  市民  

〇「高齢者実態調査」結果にもとづき、親族の有無、見守りの状況などを考慮し、

支援や見守りなどの緊急性を評価するリスクアセスメントを実施する。  

○「高齢者実態調査」の未回答者、回答拒否者について、生活状況等の情報収集を

行う。  

○リスクアセスメント結果等にもとづき、必要に応じたアウトリーチを実施する。  

○８０５０世帯、ヤングケアラー、孤立世帯等についての情報を収集するため、「高

齢者実態調査」の見直しを行う。  

他事業と連携したアウトリーチ  ／  市民  

〇他事業において、関係者、参加者から地域の情報、困りごとなどの情報収集に努

め、必要に応じたアウトリーチを実施する。  

○情報収集は、「コミケア」「介護予防教室」「いきいきサービス」「生活サポータ

ー」「学習サポート」「生活福祉資金貸付事業」「地域福祉権利擁護事業」「成年後
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見制度推進事業」「ボランティア講座・活動」などにおいて行う。  

出張相談によるアウトリーチ  ／  市民  

〇地域住民が気軽に困りごとを相談することができるよう、各地域において相談窓

口を開催する。  

○相談窓口は、地域サロン、高齢者クラブ活動場所、自治会館、福祉施設の他、関

係団体の行事、市民センターの行事などに合わせて開催する。  

福祉施設等と連携したアウトリーチ  ／  市民  

〇各地域における福祉課題の情報共有や連携した支援の実現のため、市内の福祉施

設、福祉団体などと意見交換を行っていく。  

○市内福祉施設、福祉団体との意見交換や連携した支援を通じて、連携体制を強化

し、地域福祉の推進を目的とした組織間ネットワークづくりに取り組んでいく。  

アウトリーチ活動の発信  ／  市民  

〇アウトリーチの取組を周知するため、ホームページ、リーフレット、 S N S、お－

チャンネル（ Y o u T u b e ）を活用して、住民、関係団体へ積極的に情報を発信し

ていく。  

職員間の情報共有  ／  職員  

〇各職員が受けた相談内容、支援した内容などの情報を、職員間において共有する

体制を整備する。  

○共有した情報にもとづき、職員同士で協議し、必要に応じたアウトリーチを実施

する。  

その他  

連携団体  青梅市、青梅市民生児童委員合同協議会、青梅市自治会連合会、  

福祉施設、福祉団体等  

 
S D G S  
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２  重層的支援体制整備事業の推進【重点取組】  

取組概要  

取組名称  重層的支援体制整備事業の推進  

解決課題  

１潜在化する支援が必要な人へのアウトリーチの必要性  

２地域における地域福祉の担い手育成と連携  

３地域ごとの福祉課題解決に向けた取組  

４子育て世帯への支援の拡充や孤独・孤立対策事業への取組  

８コロナ禍で顕在化した地域課題への取組  

取   組  

○令和６年度より青梅市から重層的支援体制整備事業を受託し、次の事

業について取り組んでいく。  

・「参加支援事業」（社会福祉法第１０６条の４第２項第２号）に取り

組んでいく。  

・「地域づくり事業」（社会福祉法第１０６条の４第２項第３号）に取

り組んでいく。  

・「アウトリーチ等を通じた継続的支援事業」（社会福祉法第１０６条

の４第２項第４号）に取り組んでいく。  

○「地域福祉コーディネーター」を配置し、地域の特性を踏まえた属性

を問わない相談支援を行う。  

○重層的支援体制整備事業について、市民や関係機関等に周知する。  

○重層的支援体制整備事業の円滑な実施について、青梅市と協議してい

く。  

取組目標  

R６年度  R７年度  R８年度  R９年度  R 1 0 年度  R 1 1 年度  

概要  

○重層的支援体
制整備事業受
託  

概要  

 

概要  

 
 
 

概要  

 
 

概要  

 

概要  

 

行動目標  
○地域福祉コー

ディネーター
の配置  

 

○参加支援事業
の実施  

 

○地域づくり事
業の実施  

 

○アウトリーチ
等を通じた継
続的支援事業

の実施  
 
○事業の周知  

 

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

行動目標  
 

行動目標  
 

数値目標  
○地域福祉コー

ディネーター
の配置  ６名  

数値目標  
○地域福祉コー

ディネーター
の増員に向け
て市と協議  

数値目標  
 

数値目標  
 

数値目標  
 

数値目標  
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事業概要  

参加支援事業  ／  市民  

〇既存の社会参加に向けた支援では対応できない本人や世帯のニーズなどに対し、

地域の社会資源などを活用し、社会とのつながり作りに向けた支援を行う。  

○利用者のニーズや課題などを把握し、地域の社会資源との間をコーディネート

し、本人と支援メニューのマッチングを行う。  

また、新たな社会資源への働きかけや既存の社会資源の拡充を図り、本人や世帯

のニーズや状態に合った支援メニューを作成する。  

○本人と支援メニューをマッチングしたのち、本人の状態や希望に沿った支援が実

施できているか、フォローアップを行う。  

また、本人の受け入れ先の悩みや課題にも寄り添い、困っていることがある場合

には、サポートをする。  

地域づくり事業  ／  市民  

〇地域の社会資源を幅広くアセスメントしたうえで、世代や属性を超えて住民同士

が交流できる場や居場所づくりを整備する。  

○地域で実施されている個別の活動や人を把握し、住民に身近な圏域を中心として

「人と人」、「人と居場所」などをつなぎ合わせる。  

また、市町村の区域など、より広い圏域でコーディネートを行い、交流、参加、

学びが生まれるよう働きかける。  

○多様な地域づくりの担い手が出会い、学び合うプラットフォームを促進すること

で、地域における活動の活性化や発展を図る。  

アウトリーチ等を通じた継続的支援事業  ／  市民  

〇複合化・複雑化した課題を抱えていて、必要な支援が届いていない人に支援を届

ける。  

○各種会議、支援関係機関との連携を通じて、地域の状況等にかかる情報を幅広く

収集するとともに、地域住民とのつながりを構築する中で、ニーズを抱える住民

を発掘する。  

○本人と直接対面し、継続的な関わりを持てるよう、信頼関係の構築に向けた働き

かけを行う。  

地域福祉コーディネーターの配置  ／   

〇「地域福祉コーディネーター」を配置する。  

○「地域福祉コーディネーター」は、地域福祉を支援するため、専門的な事例への

対応、ネットワークづくり、地域資源の開発などを行う。  

重層的支援体制整備事業の周知  ／  市民  

〇ホームページ、リーフレット、 S N S、Y o u T u b e チャンネル「お－チャンネル」で

重層的支援体制整備事業の取組について、積極的に発信していく。  

その他  

連携団体  
青梅市、青梅市民生児童委員合同協議会、青梅市自治会連合会、  

福祉施設、福祉団体、地域サロン  
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S D G S  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コミケアの様子  

 

サロン活動の様子  
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３  子育て世帯への支援  

取組概要  

取組名称  子育て世帯への支援  

解決課題  ４子育て世帯への支援の拡充や孤独・孤立対策事業への取組  

取   組  

〇子育て支援団体が実施する、家庭、学校以外の子ども達の居場所、「子

ども第三の居場所」づくりを支援する  

○妊婦が抱える孤独感、出産までの悩みや不安について話ができ交流す

る「マタニティサロン」を開催する。  

○プレパパ・パパが気軽に集い、相互交流や子育てへの不安、悩みを話

せるコミュニティ、「パパサロン」づくりに取り組んでいく。  

〇子育て世帯の経済的な支援として、ベビーベット、ランドセルなどの

子育て用品のリユース事業を行う。  

○子育て世帯の経済的な支援として、子育て世帯を対象としたフードパ

ントリー事業を行う。  

○妊婦・子育て世帯を対象に買い物支援を行う。  

○青梅市が実施する「新生児訪問」、「こんにちは赤ちゃん事業」と連携

し、対象世帯へ事業の周知を行う。  

取組目標  

R６年度  R７年度  R８年度  R９年度  R 1 0 年度  R 1 1 年度  

概要  
〇リユース事業、

買い物支援、

フードパント
リーの実施  

 

〇第三の居場所
運営支援、各
種サロン準備  

概要  
 
 

 
 
 

〇第三の居場所
運営支援、各
種サロン実施  

概要  
 
 

 
 
 

 
 
 

概要  
 
 

 
 
 

 
 
 

概要  
 
 

 
 
 

 
 

 

概要  
 
 

 
 
 

 
 
 

行動目標  
〇第三の居場所

の支援内容  
協議  

 

〇リユース事業
の実施  

 

○買い物支援の  
実施  

 

○フードパント
リーの実施  

 

〇マタニティサ
ロン開催準備  

 

○パパサロン  
開催準備  

行動目標  
〇第三の居場所

の支援  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

〇マタニティ  
サロン開催  

 

○パパサロン  
開催  

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

行動目標  
〇第三の居場所

支援内容評価  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

行動目標  
〇第三の居場所

支援内容検討  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

行動目標  
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数値目標  
 

数値目標  
〇マタニティ  

 サロン  
１回開催  

 

〇パパサロン  
   １回開催  

数値目標  
〇マタニティ  

サロン  
２回開催  

 

〇パパサロン  
   ２回開催  

数値目標  
〇マタニティ  

サロン  
３回開催  

 

〇パパサロン  
   ３回開催  

数値目標  
〇マタニティ  

サロン  
３回開催  

 

〇パパサロン  
   ３回開催  

数値目標  
 

 
 
 

 
 

事業概要  

第三の居場所づくり  ／  市内小・中・高校生  

〇子育て支援団体が行う、家庭、学校以外の子どもの「第三の居場所づくり」の継

続的な事業実施などのため、事業の支援を行う。  

○市内子育て支援団体等と協働して、子どもの居場所づくりに取り組んでいく。  

マタニティサロンの開催  ／  妊婦  

〇妊婦が抱える孤独感、出産までの悩みや不安について、参加者同士でお互いに話

ができるコミュニティ、「マタニティサロン」を開催する。  

○「マタニティサロン」において、参加者同士の親交を深め、サロン以外において

助け合える関係作りにつながるよう定期的に実施する。  

パパサロンの開催  ／  パパ、プレパパ  

〇父親の育児支援を目的として、共通の悩みや心配事を持つパパ同士で交流し、子

育ての悩みなどについて情報交換などができるコミュニティ、「パパサロン」を開

催する。  

○「パパサロン」は、多くのパパに参加してもらえるよう、「パパ座談会」を開催

し、パパの意見を聞きながら、パパの興味がある内容、参加したくなるイベント

を設定し、開催する。  

子ども用品のリユース事業  ／  子育て世帯  

〇子育て世帯の経済的な負担を軽減することを目的に、ベビーベット、ランドセル

などの子ども用品のリユース事業を実施する。  

○リユース事業では、子どもの成長とともに使用しなくなった子ども用品の寄付を

募り、子供用品を必要とする子育て世帯へ届けていく。  

フードパントリー事業  ／  子育て世帯  

〇子育て世帯の経済的な負担を軽減することなどを目的に、企業や個人で余剰とな

った食品を募り、子育て世帯に提供するフードパントリー事業を実施する。  

買い物支援事業  ／  妊婦・子育て世帯  

〇妊婦・子育て世帯を対象に、日常生活に必要な日用品の買い物を代行する買い物

支援を実施する。  

その他  

連携団体  青梅市、子育て支援団体、企業、市民  

S D G S  
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フードパントリー  

子ども第三の居場所  
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４  孤独・孤立を防止する取組【後期取組】  

取組概要  

取組名称  孤独・孤立を防止する取り組み  

解決課題  ４子育て世帯への支援の拡充や孤独・孤立対策事業への取組  

取   組  

〇他自治体における孤独、孤立防止に係る先進的な取組、事例について

視察するなど、情報収集に努めるとともに、効果的な取組の方法につ

いて研究する。  

○孤独・孤立に関する住民調査を実施し、市内の孤独・孤立に係る現状

について把握に努める。  

○効果的な取組方法の研究結果、住民調査の結果にもとづき、孤独・孤

立を防止する取組みの考え方、取組内容についてまとめた「孤独・孤

立を防止するガイドライン」を作成する。  

○孤食の解消を目的に、どなたでも食べることができる食堂、「みんなの

食堂」を開催する。  

○傾聴ボランティア団体と連携して、ひきこもりの悩みを抱えるご家族

への相談窓口を開設し、ひきこもり家族を支援する。  

○「孤独・孤立を防止するガイドライン」にもとづき、孤独・孤立の防

止を目的に、講演会を開催する。  

○インターネットを活用して、対象者や家族へ情報を発信する。  

取組目標  

R６年度  R７年度  R８年度  R９年度  R 1 0 年度  R 1 1 年度  

概要  概要  概要  概要  

○先進事例の調
査  

 

○現状の調査  

概要  

 
 
 

 
 
○ガイドライン

の作成  
 
 

概要  

 
 
 

 
 
 

 
 
○相談窓口開設  

 
○講演会の実施  

行動目標  行動目標  行動目標  行動目標  
○先進的な取組

の視察  
 
○住民調査実施  

行動目標  
 

 
 
 

 
○ガイドライン

の作成  

 
○みんなの食堂

開催  

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○ひきこもり家

族の相談窓口

開設  
 
○講演会の実施  

計画期間後期（ R９）からの取組  
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数値目標  
 

数値目標  
 

数値目標  
 

数値目標  
 

数値目標  
○みんなの食堂

開催   ２回  

数値目標  
○みんなの食堂

開催   ５回  
 
○講演会実施  

１回  

事業概要  

孤独・孤立に関する住民調査の実施   ／  市民  

〇孤独・孤立に関する住民調査を実施し、市内における孤独・孤立に係る現状を把

握する。  

○住民調査の方法については、青梅市、青梅市民生児童委員合同協議会と協議して

決定していく。  

みんなの食堂の開催  ／  市民  

〇孤食の解消を目的に、地域のサロン、市民センターなどで、どなたでも安価で食

事ができる「みんなの食堂」を開催する。  

○「みんなの食堂」の開催にあわせて、孤独・孤立に係る相談窓口を開設する。  

ひきこもりの悩みを抱えるご家族への相談窓口の開設 ／ ひきこもりの悩みを抱えるご家族 

〇どなたでも気軽に相談ができるよう、ホームページにおいて、相談受付フォーム

を活用した相談窓口を開設する。  

○「みんなの食堂」のほか、講演会、交流会の開催などの機会にあわせて、相談窓

口を設け相談を受け付ける。  

○必要に応じて、傾聴ボランティアと連携した相談会を開催する。  

講演会の開催  ／  市民  

〇ひきこもりの悩みを抱えるご家族、市民を対象に、専門家による孤独、孤立に関

する講演会を開催する。  

インターネットを通じた情報発信  ／  青梅市民全体  

〇ホームページ、ＳＮＳ、ＬＩＮＥなどを活用して、講演会や交流会の開催、「みん

なの食堂」の開催などの情報を、対象者、対象者のいる世帯へ発信していく。  

その他  

連携団体  
青梅市、他自治体、他社会福祉協議会、傾聴ボランティア団体、青梅商

工会議所、ハローワーク、その他支援団体  

S D G S  
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５  成年後見・地域福祉権利擁護事業の推進  

取組概要  

取組名称  成年後見・地域福祉権利擁護事業の推進  

解決課題  ２地域における地域福祉の担い手育成と連携  

取   組  

○権利擁護が必要な方が成年後見制度、地域福祉権利擁護事業を適切に

利用できるよう市民講座を開催し、制度について周知する。  

○福祉施設相談員、ケアマネジャーなどの福祉関係者を対象として、権

利擁護支援についての意識を浸透させるよう支援者向けの講座を開催

する。  

○後見人を受任している親族、後見人の受任を考えている方を対象とし

て、安心、適切な後見業務に取り組めるよう「親族後見人連絡会」を

開催する。  

○専門家による成年後見制度、遺言・相続、権利侵害等についての相談

を実施する。  

○市民後見人の養成について、青梅市と協議を進めるとともに、専門職

と連携して「市民後見人養成講座」を実施していく。  

取組目標  

R６年度  R７年度  R８年度  R９年度  R 1 0 年度  R 1 1 年度  

概要  

○各講座準備  
 
○親族後見人  

連絡会準備  
 
○市民後見人の

養成  

概要  

○各講座の実施  
 
○親族後見人  

連絡会実施  
 
 

概要  

 
 
 

 
 
 

 

概要  

 
 
 

 
 
 

 

概要  

 
 
 

 
 
 

 

概要  

 
 
 

 
 
 

行動目標  

○市民講座の  
実施  

 

 
○支援者向け  
講座の実施  

 
 
 

○親族後見人  
連絡会の準備  

 

 
 
○市民後見人  

入門講座開催  

行動目標  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○親族後見人  
連絡会の実施  

 

 
 
 

行動目標  

○市民講座の  
実 施 、 ア ン
ケート調査  

 
○支援者向け  
講座の実施、  

アンケート調  
査  

 

○親族後見人  
連絡会の実  
施 、 ア ン ケ

ート調査  
 
○市民後見人  

養成基礎  
講座開催  

行動目標  

○市民講座の  
実施  

 

 
○支援者向け  
講座の実施  

 
 
 

○親族後見人  
連絡会の実施  

 

 
 
○市民後見人  

養成上級講座
開催  

行動目標  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○市民後見人  

養成基礎講座
開催  

 

○市民後見人  
登録  

行動目標  

○市民講座の  
実施、アンケ
ート調査  

 
○支援者向け  
講座の実施、

アンケート調
査  

 

○親族後見人  
連絡会の実  
施 、 ア ン ケ

ート調査  
 
○市民後見人  

養成上級講座  
開催  
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数値目標  
○市民講座開催  

１回  
 
○支援者講座  

開催    １回  
 
 

 
 

○市民後見人  

入門講座開催  
    １回  

数値目標  
○市民講座開催  

２回  
 
○支援者講座  

開催     ２回  
 
○連絡会開催  

1 回  
 
○市民後見人  

入門講座開催  
    １回  

数値目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○市民後見人  

養成基礎講座  
開催    １回  

数値目標  
○市民講座開催  

３回  
 
○支援者講座  

開催     ３回  
 
○連絡会開催  

２回  
 
○市民後見人  

養成上級講座  
開催     １回  

数値目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○市民後見人  

養成基礎講座  
開催   １回  

数値目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○市民後見人  

養成上級講座
開催     １回  

事業概要  

市民講座  /  市民  

〇支援が必要な方々、その親族が、自身の状況に合わせて情報を得られるよう具体

的な内容の講座を開催する。  

○講座の内容は、「障がい者の親亡き後」「精神疾患」など、親族などが直面する具

体的な状況を取り上げた内容とする。  

支援者向け講座  /  福祉関係者  

〇支援が必要な方の早期発見、福祉関係者による適切な支援が行われるよう支援者

向けの講座を開催する。  

○講座の内容は、「意思決定支援」、「権利擁護」など、支援に有効な知識について取

り上げた内容とする。  

親族後見人連絡会  /  親族後見人の受任者、後見人の受任予定者  

〇後見人を受任している親族、後見人の受任を考えている方が、安心して後見業務

に取り組めるよう、親族後見人同士の意見交換、専門職へ相談できる機会を提供

する。  

福祉専門相談  /  市民  

〇成年後見制度、遺言・相続、権利侵害等について、弁護士が無料で相談に応じ、

制度利用について相談者に必要な助言を行う。  

市民後見人の養成  /  市民  

〇青梅市と市民後見人の養成について協議を行う。  

○市民後見人の養成を目的に、「市民後見人養成基礎講座」、「市民後見人養成上級講

座」を開催する。  

○市民後見人の登録は、「市民後見人養成基礎講座」、「市民後見人養成上級講座」を

修了した者とする。  

その他  

連携団体  青梅市、弁護士、司法書士、社会福祉士、福祉関係者  

S D G S  
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市民講座  

 

福祉専門相談  
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６  終活支援の取組【後期取組】  

取組概要  

取組名称  終活支援の取組  

解決課題  １潜在化する支援が必要な人へのアウトリーチの必要性  

３地域ごとの福祉課題解決に向けた取組  

取   組  

〇住民ニーズを把握するため、高齢者実態調査結果において「ひとり暮

らし高齢者」の対象となった方に、アンケート調査を実施する。  

〇親族がいない市内在住の高齢者などが、安心した生活が送れるよう、

訪問などを行って安否確認を行う。  

〇親族がいない市内在住の高齢者などに、入院が必要となった際に、円

滑な入退院ができるよう、入退院の手続き、支払いについて代行す

る。  

○親族がいない市内在住の高齢者などが、退院後の生活が困難な状況に

ある場合に、生活を支援するため家事支援を行う。  

○推定相続人がいない市内在住の高齢者などを対象に、生前に本人と確

認した意思にもとづき、死後の手続き支援を行う。  

取組目標  

R６年度  R７年度  R８年度  R９年度  R 1 0 年度  R 1 1 年度  

概要  概要  概要  概要  

○ニーズの把握  

概要  

○事業の検討  

概要  

○事業の実施  

行動目標  

 

行動目標  

 

行動目標  

 

行動目標  

○住民調査実施  

 

○先進社協視察  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行動目標  

 

 

 

 

○要綱の策定  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行動目標  

 

 

 

 

 

 

○生前安否確認

の実施  

 

○入退院時の  

手続き支援  

実施  

 

○退院後の家事  

支援実施  

 

○死後手続き  

支援実施  

数値目標  数値目標  数値目標  数値目標  

○視察件数２件  

数値目標  数値目標  

○契約件数３件  

計画期間後期（ R９）からの取組  
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事業概要  

住民調査  ／  高齢者実態調査結果で「ひとり暮らし高齢者」の対象者  

〇住民ニーズに合った事業とするため、高齢者実態調査結果において「ひとり暮ら

し高齢者」の対象となった方に、終活支援に係るアンケートを実施し、住民ニー

ズ調査を実施する。  

生前の安否確認  ／  市内在住の高齢者で身近に親族がいない方  

〇親族がいない高齢者、親族が遠方にいて支援が受けられない高齢者などに対し、

電話、訪問による安否確認を行う。  

入退院支援  ／  市内在住の高齢者で身近に親族がいない方  

〇親族がいない高齢者、親族が遠方にいて支援が受けられない高齢者などに対し、

入退院時の付き添い、入院時の入院セットのお届け、指定連絡先への連絡、入院

費の支払いの代行を行う。  

退院後の家事支援  ／  市内在住の高齢者で身近に親族がいない方  

〇親族がいない高齢者、親族が遠方にいて支援が受けられない高齢者などに対し、

退院後の家事支援を行う。  

死後の手続き支援  ／  市内在住の高齢者で推定相続人がいない方  

〇死後の手続き支援においては、死後事務委任契約や遺言書作成に伴う専門家の紹

介、逝去後の葬儀・埋葬について、事前に利用希望者が契約した業者への連絡・

支払の代行を行う。  

○対象者については、利用希望者に戸籍照会をしていただき、推定相続人がいない

高齢者とする。また、契約能力については、自身で戸籍照会を行うことができる

かどうかを一つの判断材料とする。  

○死後の手続き支援は、公正証書遺言の作成を前提とする。  

その他  

連携団体  青梅市、弁護士、司法書士、社会福祉士、葬儀社、病院  

S D G S  
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 「農業、商工、環境など分野を超えて協働する地域を基盤とした地域

福祉の推進」  

 

７  地域における地域福祉の担い手育成と連携【重点取組】  

取組概要  

取組名称  地域における地域福祉の担い手育成と連携  

解決課題  ３地域ごとの福祉課題解決に向けた取組  

取   組  

〇支会を単位に、各地域の課題について、地域住民、民生児童委員、福

祉施設職員、農業、商工、環境および教育分野の関係者などの委員で

協議し、解決に向け活動する「地域福祉推進委員会」の組織づくりを

支援する。  

○地域福祉の担い手として、プロボノ（職業上のスキルや経験を生かし

て取り組む社会貢献活動）を活用する。  

○小学生、中学生、高校生によるボランティア活動、地域貢献活動を推

進し、将来の地域福祉の担い手として育成していく。  

取組目標  

R６年度  R７年度  R８年度  R９年度  R 1 0 年度  R 1 1 年度  

概要  
○地域福祉推進

委員会準備  
 
○地域貢献活動

の推進、プロ
ボノ研究  

概要  
 

 
 
 

 

概要  
○地域福祉推進

委員会設置  
 
○地域貢献活動

の推進、プロ
ボノ活用  

概要  
 

 
 
 

 
 

概要  
 

 
 
 

 
 

概要  
 

 
 
 

 
 

行動目標  
○住民座談会の

実施  
 
○地域アセスメ

ントの実施  
 
○地域福祉推進

委員会設置の
先進社協視察  

 

○学生とボランテ
ィア活動、地域
貢献活動のコー

ディネート 
 
○プロボノ事例

の研究  

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○プロボノ事例

の視察  

行動目標  
 

 
 
 

 
 
○地域福祉推進

委員の検討  
○モデル地区の

検討  

 
 
 

 
 
○プロボノの  

活用  

行動目標  
 

 
 
 

 
 
○モデル地区に

地域福祉推進
委員会を設置  

 

 
 
 

 
 
 

 

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

数値目標  
○住民座談会  

開催  １地域  
 
○学生コーディ

ネート７０人  

数値目標  
○住民座談会  

開催    ２地域  
 
 

 

数値目標  
 

 
 
 

 

数値目標  
 

 
 
 

 

数値目標  
 

 
 
 

 

数値目標  
 

 
 
 

 

基本目標２  
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○地域福祉推進
委員会設置  

１か所  

○地域福祉推進
委員会設置  

２か所  

○地域福祉推進
委員会設置  

３か所  

事業概要  

地域福祉推進委員会の組織化  ／  各地域住民  

〇地域の生活、福祉課題について、地域の方々が自ら協議し、課題解決に向けて活

動を行っていく「地域福祉推進委員会」の組織作りを支援する。  

○「地域福祉推進委員会」は、地域住民、民生児童委員、福祉施設職員、農業、商

工および環境の分野の関係者などを委員として、各支会における障がい者、高齢

者、子育て世代などの暮らしの困りごとのほか、地域活動などの課題の解決に向

けた取り組みを行う。  

○「地域福祉推進委員会」は、地域住民と福祉施設職員などの専門家が交流する機

能を持ち、支会単位で組織する。  

○「地域福祉推進委員会」の運営は、当協議会が事務局を担い、委員会を支援す

る。  

○「地域福祉推進委員会」は、地域包括支援センターが運営する第２層協議体と連

携し、福祉課題の解決に向けて活動する。  

○当協議会は、住民座談会を支会ごとに開催し、住民と様々な分野の方々との意見

交換を通じ、「地域福祉推進委員会」の組織づくりを支援していく。  

○「地域福祉推進委員会」の組織づくりは、住民座談会、地域アセスメントを通

じ、モデルとなる支会を選定し、先行して組織づくりに取り組む。  

○モデルとなる支会での組織づくりの支援におけるノウハウ、経験を参考として、

他の支会での組織づくりに取り組んでいく。  

学生による地域貢献活動  ／  小学生、中学生、高校生  

〇地域福祉、地域活動などの担い手を育成することを目的に、小学生、中学生およ

び高校生の地域貢献活動、ボランティア活動を推進する。  

○保育園、福祉施設などと連携して、小学生、中学生、高校生が夏休み期間を利用

して、ボランティア活動体験をコーディネートする。  

プロボノの活用  ／  各分野の専門家  

○プロボノの活用事例を研究するとともに、活用事例のある団体などへ視察を行

い、当協議会において活用できるプロボノを検討する。  

〇当協議会が実施する事業継続のため、プロボノを活用していく。  

その他  

連携団体  

青梅市、地域住民、青梅市民生児童委員合同協議会、福祉施設、  

ボランティア団体、青梅市自治会連合会、障がい者団体、  

地域包括支援センター  

S D G S  
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８  社会福祉法人や企業の社会貢献活動と連携した取組【重点取組】  

取組概要  

取組名称  社会福祉法人や企業の社会貢献活動と連携した取組  

解決課題  ３地域ごとの福祉課題解決に向けた取組  

取   組  

〇市内企業などが行う社会貢献活動について調査を行い、活動内容に応

じた支援を行っていく。  

〇市内企業などが行う社会貢献活動を支援するため、広報誌「お元気で

すか」、 Y o u T u b e 「お－チャンネル」を活用して、広く市民へ周知す

る。  

○市内のコンビニ、スーパー等と連携し、フードドライブ事業を実施す

る。  

○市内の福祉施設、企業等と連携し、車いすステーション事業を実施す

る。  

○市内社会福祉法人と地域の福祉課題を共有し、福祉課題の解決に向け

た連携事業などについて協議する「社会福祉法人ネットワーク会議」

を設置する。  

取組目標  

R６年度  R７年度  R８年度  R９年度  R 1 0 年度  R 1 1 年度  

概要  

〇企業の社会貢
献活動支援  

 

○企業の社会貢
献事業等準備  

 

○社会福祉法人  
ネットワーク
会議の準備  

概要  

 
 
 

 
 
 

 

概要  

 
 
 

○企業の社会貢
献事業開始  

 

 

概要  

 
 
 

 
 
 

○社会福祉法人  
ネットワーク  
会議の開催  

概要  

 
 
 

 
 
 

概要  

 
 
 

 
 
 

行動目標  
〇企業の社会  
貢献活動の  

支援  
 
○フードドライ

ブ事業の準備  
 
○車いすステー

ション事業の
準備  

 

○社会福祉法人
ネットワーク
会議の準備  

行動目標  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

行動目標  
 
 

 
 
○フードドライ

ブ事業の実施  
 
○車いすステー

ション事業の
実施  

 

 
 
 

行動目標  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○社会福祉法人
ネットワーク
会議の開催  

行動目標  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

行動目標  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

数値目標  
 

 

数値目標  
 

数値目標  
 

数値目標  
○社会福祉法人

ネットワーク
会議の開催  

     １回  

数値目標  
○社会福祉法人

ネットワーク
会議の開催  

     ２回  

数値目標  
○社会福祉法人

ネットワーク
会議の開催  

     ３回  

事業概要  

企業などの社会貢献活動支援  ／  企業など  

○企業などが行う地域貢献活動について、市内における現状を調査し、結果にもと
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づき支援を行っていく。  

〇市内企業などが行う地域貢献活動を支援するため、広報誌「お元気ですか」、

Y o u T u b e チャンネル「お－チャンネル」に、企業が取り組む地域貢献活動を紹介

し、多くの市民に周知する。  

フードドライブ事業  ／  コンビニ、スーパーなど  

〇コンビニ、スーパー等と連携し、家庭で余っている食品を集めるフードドライブ

事業を実施する。  

○集めた食品は、子育て世帯、子ども食堂、生活困窮者支援団体および福祉施設等

に寄付する。  

車いすステーション事業  ／  福祉施設、自動車メーカー  

〇市内福祉施設などと連携し、市内に車いすの貸出拠点を複数設置し、市民が身近

な福祉施設等で借りることができる車いすステーション事業を実施する。  

○福祉用具販売店などと連携し、貸出拠点で貸し出す車いすの整備を行い、安全性

を確保する。  

社会福祉法人ネットワーク会議  ／  市内社会福祉法人  

〇「社会福祉法人ネットワーク会議」を定期的に開催し、各地域の福祉課題を共有

するほか、解決に向けて協議する。  

○「社会福祉法人ネットワーク会議」の協議にもとづき、各地域の福祉課題の解決

に向けて、社会福祉法人と連携して取り組んでいく。  

その他  

連携団体  青梅市、社会福祉法人、市内企業、青梅商工会議所  

 
S D G S  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人ネットーワーク会議  
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９  職員の人材育成の推進  

取組概要  

取組名称  職員の人材育成  

解決課題  ６地域共生社会の実現に向けた社会福祉協議会職員の人材育成  

取   組  

〇新人研修、管理職研修などの職層別研修、コミュニケーション、チー

ムマネジメント研修、専門的な技術や知識を学ぶ専門研修など、職員

に必要な研修を定めた研修計画を策定し、すべての職員が計画的に研

修を受講していく。  

○各職員が受けた相談や支援などについて、定例的に事例検討会を開催

し、職員で意見を出しあい、各職員の意見や経験を全体に共有し、職

員の育成を行っていく。  

○各事業の担当者は、不在時や人事異動の際に、滞りなく事務を継承す

るため、担当する事業の事務処理マニュアルを作成する。  

○各職員が、自身の担当する事業や業務について、他の職員に相互に研

修を行い、広く社協の事業や業務を理解し合う。  

○職員の心身の健康のため、ストレスチェックを実施するとともに、高

ストレス者については専門家による面談を実施していく。  

○福祉関係の資格取得に係る費用の負担、試験日の勤務を免除するな

ど、職員の資格取得を推奨する。  

○市内福祉施設、他の社会福祉協議会に職員の研修派遣を行い、福祉の

現場、他市社協のノウハウについて学び、職員を育成する。  

取組目標  

R６年度  R７年度  R８年度  R９年度  R 1 0 年度  R 1 1 年度  

概要  

○ストレスチェ
ック、事例  
検討会の実施  

 
○制度設計等  
 

概要  

 
 
 

 
○研修受講、  

資 格 推 奨 制

度の運用  

概要  

 
 
 

 
 
 

 
 
○研修派遣に  

係る調整  

概要  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

概要  

 
 
 

 
 
 

 
 
○研修派遣の  

実施  

概要  
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行動目標  
○ストレスチェ

ックの実施  
 
○事例検討会の

実施  
 
○研修計画制定  

 
 
 

○資格取得に  
係る支援要綱
の制定  

 
○事務処理マニ

ュアルの作成  

行動目標  
 

 
 
 

 
 
○研修計画に  

も と づ く 研
修受講  

 

○資格取得奨励
制度の運用  

 

 
 
 

 
 

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○職員相互の  
研修会  

 
○研修派遣に  
係る調整  

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○研修派遣  
 

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

数値目標  
○事例検討会の

実施   ６回  

数値目標  
○事例検討会の

実施  １２回  

数値目標  
 
 

 
○資格取得  
     １名  

数値目標  
 

数値目標  
 
 

 
○資格取得  
     １名  

数値目標  
 
 

 
○研修派遣  

１名  

事業概要  

事例検討会の実施  ／  職員  

○各職員が受けた相談、実施した支援の内容について協議する「事例検討会」を毎

月開催する。  

○「事例検討会」では、各事例について、各職員が意見を出し合い検討を行う。  

○「事例検討会」を通じて、知識や経験を共有することで、職員の育成につなげて

いく。  

職員の資格取得奨励制度の創設  ／  職員  

〇職員が福祉関係の資格を取得することを支援するため、新たに資格取得奨励の制

度を創設する。  

○対象とする資格、資格取得に係る費用の取扱い、試験日等の勤務の扱いなどを定

めた要綱を制定する。  

○制度要綱にもとづき、職員の資格取得について奨励し、人材育成を図っていく。  

計画的な職員研修  ／  職員  

〇職層および勤続年数に応じて受講する必修研修、業務に係る専門研修、希望によ

り受講する選択研修について、職員が受講する時期などを定めた「職員研修計

画」を制定する。  

○「職員研修計画」にもとづき、計画的に職員の研修受講を進め、職員の人材育成

を行っていく。  

職員の研修派遣  ／  職員  

〇市内福祉施設に職員を派遣し、福祉現場の体験を通じて、社協の職員としての見

識を広めていく。  

○職員の人材育成のため、他の社会福祉協議会に職員を派遣し、他社協の事業、ノ

ウハウなどを学び、社協の職員としての見識を広めていく。  

○派遣研修期間は、１か月から１年の期間とし、受け入れ先団体との調整において
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決定していく。  

○派遣研修を終了した職員は、派遣先において経験し、学んだことを他の職員と共

有するとともに、業務改善に努めていく。  

○多くの職員を研修に派遣し、様々な組織を知ることで、前例踏襲ではなく改善を

重ねていく職場の風土を作っていく。  

ストレスチェックの実施および専門家への面談  ／  職員  

〇職員が自身のストレスを可視化して把握できるよう、ストレスチェックを年に１

回実施する。  

○高ストレス者が専門家による面談を受けることができるよう整備を行っていく。  

○職員の心身の健康を確保することで、継続的な人材育成を図っていく。  

職員相互の研修会  ／  職員  

〇相互に自身が担当する業務について研修を行い合うことで、社協の事業全般を理

解した職員を育成していく。  

○お互いの業務を理解し、事業間連携を促進するとともに、各職員の知識、経験を

共有して職員の人材育成を行っていく。  

その他  

連携団体  青梅市、東京都社会福祉協議会、市内福祉施設、他社会福祉協議会  

 
S D G S  
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 「地域の活動を通じて、「人と人」「人と地域」が交流するまち」  

 

1 0  多世代交流の推進【後期取組】  

取組概要  

取組名称  多世代交流の推進  

解決課題  ３地域ごとの福祉課題解決に向けた取組  

７大規模災害の対策  

８コロナ禍で顕在化した地域課題への取組  

取   組  

〇子どもの知育と高齢者の脳トレとして遊ぶことができるおもちゃ「ア

クティビティトイ」を使った「多世代交流サロン」を、子育て支援団

体と協働して開催する。  

○多世代交流を目的に、どなたでも食事ができる食堂、「みんなの食堂」

を開催する。  

○学生のボランティア体験を、市内の保育園、福祉施設などにおいて行

うことを通じて、多世代交流の機会を作っていく。  

○福祉祭りである「お～ちゃんフェスタ」に、ボランティア団体、障が

い者団体、福祉施設・団体、企業等の参加を促し、参加者同士が交流

する機会を作っていく。  

○市内小学校、児童、ＰＴＡ、民生児童委員、警察、自治会など地域の

方々と連携した「防災マップづくり」を通じて、多世代交流を図って

いく。  

○学童保育所、児童、ＰＴＡ、民生児童委員、警察、自治会など地域の

方々と連携した「防災さんぽ」などを通じて、多世代交流を図ってい

く。  

取組目標  

R６年度  R７年度  R８年度  R９年度  R 1 0 年度  R 1 1 年度  

概要  

 

概要  

 

概要  

 

概要  

○事業実施  
 
○事業準備  

概要  

○事業実施  
 
○事業準備  

概要  

○事業の実施  

基本目標３  

一部、計画期間後期（R９）からの取組 
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行動目標  
○お～ちゃん  

フェスタ開催  
 
○学生とボラン

ティアのコー
ディネート  

 

○防災マップづ
くりの実施  

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○防災さんぽ  
の実施  
 

○みんなの食堂
準備  

 

○多世代交流  
 サロンの準備  

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○みんなの食堂
開催  

 

 
 

行動目標  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○多世代交流  
サロンの実施  

数値目標  

○学生コーディ
ネート７０人  

 

○防災マップ  
実施   １回  

数値目標  

 
 
 

 

数値目標  

 
 
 

 
 

数値目標  

 
 
 

 
 
 

○防災さんぽ  
実施   １回  

数値目標  

 
 
 

 
 
 

○防災さんぽ  
実施   ２回  

 

○みんなの食堂
開催   ２回  

数値目標  

 
 
 

 
 
 

○防災さんぽ  
実施   ３回  

 

○みんなの食堂
開催   ５回  

 

○多世代交流  
サロン開催  

２回  

事業概要  

多世代交流サロンの開催  ／  子ども～高齢者  

〇子どもの知育、高齢者の脳トレとして遊ぶことができる「アクティビティトイ」

を活用して、子ども、保護者、高齢者などの多世代が一緒に遊ぶことができる

「多世代交流サロン」を開催する。  

○「多世代交流サロン」では、親子、孫と祖父母に加えて、地域の子どもと親世

代、高齢者が「アクティビティトイ」を使って遊びながら、多世代が一緒に過ご

すことを通じて、地域内における多世代のつながりを作り、深めていく。  

みんなの食堂  ／  市民  

〇多世代の交流を目的に、地域のサロン、市民センターなどで、どなたでも安価で

食事ができる「みんなの食堂」を開催する。  

○「みんなの食堂」では、利用者同士の交流が進むように、テーブル配置の工夫、

職員が会話に入るなど、交流が生まれる仕組みづくりを行う。  

夏体験ボランティア  ／  子ども～大学生等  

〇小中高校、大学生等が夏休み期間を利用して、保育園、福祉施設などで、ボラン

ティア体験を行う「夏体験ボランティア」を実施する。  

○ボランティア体験を通じて、園児や保育士、福祉施設職員などとの多世代交流を

図る。  
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お～ちゃんフェスタ  ／  市民  

〇ボランティア団体や障がい者団体、福祉施設・団体、市内企業などの出店者、舞

台出演者、来場される市民など、様々な世代、属性の方々が交流する「お～ちゃ

んフェスタ」を開催する。  

○計画段階において、青梅ボランティア・市民活動センター運営委員会のほか、

様々な団体から意見を募り、多くの世代、属性の方々が参加することができるイ

ベントにしていく。  

「防災マップづくり」  ／  子ども～高齢者  

〇市内小学校と連携し、児童、ＰＴＡ、民生児童委員、警察、自治会など地域の

方々が一緒に地域を歩きながら、通学路において危険な場所、災害時に危険な場

所などを地図に表記する「防災マップづくり」を実施する。  

○多世代の地域住民が一緒に歩きながら作成する「防災マップづくり」を通じて、

地域における多世代交流を推進する。  

「防災さんぽ」  ／  子ども～高齢者  

〇市内小学校の学童保育所と連携し、児童と地域の方々が一緒に地域を歩きなが

ら、通学路において危険な場所、災害時に危険な場所などを確認する「防災さん

ぽ」を実施する。  

○児童と地域の方々が一緒にさんぽをする「防災さんぽ」を通じて、地域における

多世代交流を推進する。  

その他  

連携団体  

青梅市、子育て支援団体、保育園、福祉施設、障がい者団体、市内企業、

P T A、青梅市民生児童委員合同協議会、青梅市自治会連合会、警察、  

学童保育所  

S D G S  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

夏体験ボランティア  

 

防災マップづくり  
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1 1  多文化共生社会の推進【後期取組】  

取組概要  

取組名称  多文化共生社会の推進  

解決課題  ５多文化共生社会の推進  

取   組  

〇外国人住民、外国人支援者を対象に、青梅市と連携して防災講座を実

施する。  

○様々な国の食文化、芸能などを楽しみながら、国籍の違う人同士の交

流を通じて、互いに多文化共生への理解を深める「多文化交流会」を

実施する。  

○外国人が安心して生活していくために、生活上の困りごとなどについ

て相談できる窓口を設置する。  

○多文化共生社会の推進を目的に、専門家による市民向け「多文化共生

講座」を開催する。  

取組目標  

R６年度  R７年度  R８年度  R９年度  R 1 0 年度  R 1 1 年度  

概要  

 

概要  

 

概要  

 

概要  

○事業の検討  

概要  

○事業の実施  

概要  

 

行動目標  
 

行動目標  
 

行動目標  
 

行動目標  
○相談窓口設置  
 

○防災講座準備  
 
○交流会準備  

 
○多文化共生  
講座準備  

行動目標  
 
 

○防災講座実施  
 
○交流会実施  

 
○多文化共生  

講座実施  

行動目標  
 
 

 
 
 

 
 
 

数値目標  

 

数値目標  

 

数値目標  

 

数値目標  数値目標  

○防災講座開催  
     １回  
 

○交流会実施  
     １回  
 

○多文化共生講
座実施  １回  

数値目標  

○防災講座開催  
     ２回  
 

○交流会実施  
     ２回  
 

○多文化共生講
座実施   １回  

事業概要  

防災講座の開催  ／  外国人住民  

〇青梅市、国際交流団体と連携して、外国人住民を対象に、防災講座を開催する。  

多文化交流会の開催  ／  外国人、市民  

〇様々な国籍、地域の参加者が、料理、食事マナーなどの食文化、踊り、歌などの

芸能などを互いに楽しみながら体験し、体験を通じて互いの文化を理解し合い、

多文化共生への理解を深める交流会を実施する。  

相談窓口の設置  ／  外国人住民  

〇外国人住民の生活を支援することを目的に、外国人住民が生活の中で困っている

こと、課題などについて、相談することができる相談窓口を設置する。  

計画期間後期（ R９）からの取組  



49 

多文化共生講座の開催  ／  市民  

〇市民を対象に、国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的ちがいを認め合

い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生きていく多

文化共生社会について、理解を深めることを目的に、専門家による「多文化共生

講座」を開催する。  

その他  

連携団体  青梅市、外国人支援団体、国際友好協会、国際交流広場実行委員会  

S D G S  
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1 2  災害支援ネットワークの構築【重点取組】  

取組概要  

取組名称  災害支援ネットワークの構築  

解決課題  ７大規模災害の対策  

取   組  

〇災害ボランティア養成講座を開催し、大規模災害時の被災者支援の担

い手を養成する。  

○青年会議所、福祉施設、N P O、ボランティア団体および企業などの連

携団体と災害時被災者支援連携協定を締結する。  

○災害ボランティアセンターの役割である「関係機関との連絡調整」「被

災者ニーズの把握」「ボランティア活動支援」「被災者への情報発信」

などの具体的な活動について、連携団体と協議を行う「災害時連携協

議会」を設置する。  

○「災害ボランティアセンター運営マニュアル」の内容を見直し、連携

団体と共有する。  

○「災害ボランティアセンター運営マニュアル」にもとづき、災害ボラ

ンティアセンター設置訓練を実施する。  

○大規模災害時における市民の避難行動について、青梅市、青梅市自治

会連合会および市内福祉施設などから情報収集を行う。  

取組目標  

R６年度  R７年度  R８年度  R９年度  R 1 0 年度  R 1 1 年度  

概要  
〇災害時におけ

る被災者支援
の担い手育成  

 

○災害時連携団
体の募集  

概要  
 

 
 
 

 
 

概要  
 

 
 
 

 
 
 

○災害時連携団
体との連携  

概要  
 

 
 
 

 
 
 

 

概要  
 

概要  
 

行動目標  
○災害ボランテ

ィア養成講座

の開催  
 
○災害時被災者

支援連携協定
の締結  

 

○市民の避難行
動の情報収集  

 

○災害ボランテ
ィアセンター
運営マニュア

ルの改定  
 
○災害ボランテ

ィアセンター
設 置 訓 練 の  
実施  

 

行動目標  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

行動目標  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

行動目標  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

行動目標  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

行動目標  
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○ 災 害 時 連 携  
協議会の設立

準備  

○災害時連携  
協 議 会 の 開

催  

 
 

 

数値目標  
〇災害ボランテ

ィア養成講座

開催   １回  

数値目標  
〇災害ボランテ

ィア養成講座

開催   ２回  

数値目標  
 
 

 
 
○災害時連携協

議会開催  
１回  

 

○災害ボランテ
ィアセンター
設置訓練実施  

     １回   

数値目標  
 
 

 
 
○災害時連携協

議会開催  
２回  

 

 
 
 

 

数値目標  
 
 

 
 
 

 
 
 

 

数値目標  
 
 

 
 
 

 
 
 

 

事業概要  

災害ボランティア養成講座  ／  市民  

〇市民を対象とした災害ボランティア養成講座を実施し、災害時における共助の担

い手を養成する。  

〇災害ボランティア養成講座の受講者には、意欲を維持していくため、定期的にフ

ォローアップ講座を実施する。  

○災害ボランティア養成講座の受講者には、意向を確認した上で、大規模災害時の

被災者支援の担い手として名簿登録する。  

災害時被災者支援連携協定  ／  N P O、ボランティア団体、企業など  

〇大規模災害時、青年会議所、福祉施設、 N P O 、ボランティア団体および企業など

と連携し被災者支援を実施するため、各団体と「災害時被災者支援連携協定」を

締結する。  

○「災害時被災者支援連携協定」の締結にあたっては、災害ボランティアセンター

の設置、運営における連携か、被災者支援における連携かを確認して「災害時被

災者支援連携協定」を締結する。  

災害時連携連絡会の設置  ／  連携団体  

〇「災害時被災者支援連携協定」を締結した団体で構成する「災害時連携連絡会」

を設置する。  

○「災害時連携協議会」では、「関係機関との連絡調整」「被災者ニーズの把握」「被

災世帯調査」「ボランティアの募集」「ボランティア活動調整」「支援活動に必要な

資源の調達」「被災者への情報発信」「被災者支援」などについて、具体的な対処

方法について協議する。  

災害ボランティアセンター運営マニュアルの改訂  ／   

〇「災害時連携協議会」での協議内容、「災害ボランティアセンター設置訓練」など

の評価にもとづき、 P D C A サイクルを実施しながら有事の際に備え「災害ボラン

ティアセンター運営マニュアル」の改訂を随時行っていく。  

○「災害ボランティアセンター運営マニュアル」は、青梅市、関係団体と共有す

る。  

災害ボランティアセンター設置訓練  ／  連携団体等  

〇「災害ボランティアセンター運営マニュアル」にもとづき、連携団体と連携した
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「災害ボランティアセンター設置訓練」を定期的に実施する。  

○「災害ボランティアセンター設置訓練」の実施を通じて、災害時における具体的

な被災者支援活動について、連携団体と確認するとともに共有する。  

関係団体からの情報収集  ／  青梅市、青梅市自治会連合会、市内福祉施設など  

○大規模災害時における市の避難所に係る情報、福祉施設入居者の避難方法、自治

会の防災訓練の実施状況などについて、青梅市、青梅市自治会連合会および市内

福祉施設などから情報収集を行う。  

その他  

連携団体  
青梅市、青梅青年会議所、青梅市自治会連合会、市内福祉施設、  

災害時連携団体、市内企業  

S D G S  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合防災訓練  

 

災害ボランティア養成講座  
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1 3  障がい者の社会参加支援  

取組概要  

取組名称  障がい者の社会参加支援  

解決課題  ２地域における地域福祉の担い手育成と連携  

取   組  

〇障がい者の工賃向上を目的に、市内や近隣の企業と連携して、障がい

者就労支援事業所が製作する物品の販路拡大を支援するため、販売会

を実施する。  

〇依頼にもとづき手話通訳者を派遣し、聴覚障がい者の意思疎通の支援

を行う。  

○障がい者就労支援事業所の事業を市民や企業等に周知するため、福祉

祭りの「お～ちゃんフェスタ」への出店について、障がい者就労支援

事業所に案内していく。  

取組目標  

R６年度  R７年度  R８年度  R９年度  R 1 0 年度  R 1 1 年度  

概要  
〇販売会の準備  

概要  
 

概要  
販売会の開催  

概要  
 

概要  
 

概要  
 

行動目標  
○手話通訳者の

派遣  

 
○ お ～ ち ゃ ん  

フェスタへの

出店  
 
〇障がい者就労

支援事業所、
市内企業との
協議・調整  

行動目標  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

行動目標  
 
 

 
 
 

 
 
○障がい者就労

支援事業所製
作の物品販売
会の実施  

行動目標  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

行動目標  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

行動目標  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

数値目標  
 

数値目標  
 

数値目標  
〇販売会の開催  

     １回  

数値目標  
〇販売会の開催  

     ２回  

数値目標  
〇販売会の開催  

     ３回  

数値目標  
〇販売会の開催  

     ３回  

事業概要  

障がい者就労支援事業所が製作する物品販売会の開催／障がい者就労支援事業所、企業  

〇障がい者就労支援事業所、市内企業と連携して、障がい者就労支援事業所が製作

する物品の販売会を開催する。  

〇障がい者就労支援事業所が製作する物品の販路拡大を支援し、障がい者の工賃向

上に寄与する。  

意思疎通支援事業  ／  障がい者  

〇依頼にもとづき、手話通訳者を派遣することにより、聴覚障がい者のコミュニケ

ーションを支援する。  

○聴覚障がい者のコミュニケーションの支援を通じて、障がい者の社会参加を支援

する。  

お～ちゃんフェスタへの出店  ／  障がい者就労支援事業所  

○障がい者就労支援事業所が、多くの市民が来場する福祉祭りの「お～ちゃんフェ

スタ」に出店し、事業について広く市民に周知する。  

○障がい者の就労について、広く市民に周知し、関心を持つ市民や企業等を増やし
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ていくことを通じて、障がい者の社会参加を支援する。  

その他  

連携団体  青梅市、障がい者就労支援事業所、市内企業  

S D G S  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お～ちゃんフェスタ  

模擬店  

お～ちゃんフェスタ  

舞台発表  
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計画の推進に当たっては、学識経験者のほか、民生児童委員合同協議

会や自治会連合会の代表者、また、社会福祉団体やボランティア・ＮＰＯ

法人の関係者等で構成する新たな「地域福祉活動計画推進委員会（えが

お・つながるプランおうめ推進委員会、以下「委員会」という。）」を設

置します。  

委員会は、年２～３回の頻度で開催し、各年度における各種事業の実施

状況等について報告し、専門的な知見から助言をいただくなど、達成状況

の検証、評価を行い、本計画の推進を図っていきます。  

 また、適時、職員ワーキングチームによる課題の改善等、事業の点検を

行います。  

 

 

 

 

本計画の進行管理については、ＰＤＣＡサイクルと呼ばれる  

P l a n（計画） - D o（実行） - C h e c k（評価） - A c t i o n（改善）  

のサイクルを実施し、検証していくことが重要であります。  

本計画においては、委員会における各種事業の検証結果を  

踏まえ、計画期間（令和６年度から１１年度）の中間年度で  

ある令和８年度に必要な見直しを行い、さらなる本計画の推  

進を図っていきます。  

 また、市の「第５期地域福祉計画」との整合性を図るとと  

もに、国や東京都の動向にも注視していきます。  

 

 

 

第４章 

－計画の推進に向けて－ 
   

１  計画の推進体制  

２  計画の進行管理  

P D C A サイクル  
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当協議会の運営にあたっては、青梅市や東京都社会福祉協議会からの補

助金や委託料のほか、自動販売機設置による収益事業により賄っています。  

 こうした中、近年の経済や環境など、社会情勢の変化から当協議会を取

り巻く環境は、厳しい状況にあり、また、新型コロナウイルス感染症のま

ん延により、各種事業の中止など、大きな影響を受けました。  

会員数については、令和３年の時点で、平成２９年と比較し、正会員

は約２，２００人減少しています。  

自主財源となる会費についても、令和４年は、平成３０年と比較して、

７１万円余減っており、減少傾向にあります。  

また、寄付金は、大口の寄付を除くと、会費同様、減少傾向は続いて

います。  

今後、地域共生社会の実現のため、当協議会が果たす役割は、大きな

ものがあり、人材とともに安定した財源の確保など、組織基盤を強化する

ことが重要であります。  

このため、今後は、次のとおり取り組むことで、財源の確保に努めて

いきます。  

１  会員については、主に広報紙「お元気ですか」やホームページによ

り募集していますが、新たにリニューアルしたホームページや  

ＳＮＳ（お－チャンネル）などを活用し、多くの方に当協議会を知っ

ていただけるよう努めていきます。  

２  会費や寄付金については、福祉団体や地域住民の方々などに積極

的に呼びかけるほか、新たにホームページや広報紙「お元気ですか」

といった媒体を活用した取組について、検討していきます。  

３  自主財源の確保については、広報紙「お元気ですか」への広告掲

載や市内事業者に対する寄付型自動販売機設置の依頼などを図って

いきます。このほか、ファンドレイジングや遺贈についても、研究

していきます。  

第５章 

－発展・強化の取組－ 
   

１  自主財源について  
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【資料】  

１  青梅市社会福祉協議会会員数        （各年度末現在）  

年  度  正会員  賛助会員  団体会員  

平成 2 9 年  2 5 , 1 2 9  4 0  1 4 0  

3 0  2 4 , 0 7 3  3 8  1 3 9  

3 1 (令和元）  2 3 , 3 9 0  3 1  1 3 2  

2  2 3 , 5 8 0  3 2  1 3 8  

3  2 2 , 8 5 8  3 8  1 3 9  

資料：青梅市の統計  

 

２  青梅市社会福祉協議会会費         （各年度年現在）  

年度  金額（円）  前年度増減  

平成３０年  

３１（令和元）  

２  

３  

４  

6 , 2 8 1 , 3 2 4  

6 , 1 7 2 , 9 6 0  

6 , 0 8 0 , 9 4 0  

5 , 9 2 4 , 7 7 0  

5 , 5 7 1 , 2 5 7  

△  2 0 6 , 6 7 6  

△  1 0 8 , 3 6 4  

△  9 2 , 0 2 0  

△  1 5 6 , 1 7 0  

△  3 5 3 , 5 1 3  

資料：青梅市社会福祉協議会  

 

３  青梅市社会福祉協議会寄付金             （各年度末現在）  

年度  金額（円）  前年度増減  備考  

平成３０年  

３１（令和元）  

２  

３  

４  

3 , 8 5 5 , 8 5 1  

6 , 9 4 5 , 2 3 4  

5 , 2 0 5 , 1 8 9  

5 , 9 0 6 , 7 7 1  

3 , 1 7 2 , 3 3 7  

△  1 , 5 4 9 , 7 0 8  

3 , 0 8 9 , 3 8 3  

△  1 , 7 4 0 , 0 4 5  

7 0 1 , 5 8 2  

△  2 , 7 3 4 , 4 3 4  

 

大口寄付あり  

 

大口寄付あり  

資料：青梅市社会福祉協議会  

 

４  歳末助け合い運動             （各年度末現在）  

年度  金額（円）  前年度増減  

平成３０年  

３１（令和元）  

２  

３  

４  

6 , 9 8 0 , 3 4 4  

6 , 7 5 1 , 9 4 4  

6 , 2 3 4 , 0 5 7  

5 , 8 6 8 , 1 4 9  

5 , 6 2 5 , 7 3 5  

△ 3 7 2 , 0 5 4  

△ 2 2 8 , 4 0 0  

△ 5 1 7 , 8 8 7  

△ 3 6 5 , 9 0 8  

△ 2 4 2 , 4 1 4  

資料：青梅市社会福祉協議会  
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５  収益事業 (飲料自動販売機手数料 )      （各年度末現在）  

年度  金額（円）  前年度増減  

平成３０年  

３１（令和元）  

２  

３  

４  

6 1 4 , 2 9 9  

5 9 1 , 9 9 5  

6 3 2 , 8 3 0  

4 2 7 , 8 9 8  

4 8 5 , 7 0 5  

3 0 , 2 6 7  

△ 2 2 , 3 0 4  

4 0 , 8 3 5  

△ 2 0 4 , 9 3 2  

5 7 , 8 0 7  

資料：青梅市社会福祉協議会  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

募金の活用事例（令和４年度）  

例４  車いすの無料貸出  

歩行困難な方の一時利用につ

いて、車いすを無料でお貸し

しました。  

≪貸出件数  2 5 9 件≫  

例３  いきいきサービス  

協力員を派遣し、高齢者や障がい

がある方の掃除や洗濯、買い物な

どの支援を実施しました。  

≪援助数 延 2,235 回≫ 

例１  コミケア  ※新規事業  

脳トレ、体力測定などの体のケア

や、一人暮らしの方同士がコミュ

ニケーションを図れるイベントを

開催しました。  

≪参加者数  延 9 4 名≫  

認知症予防講座、ふれあい

ダーツ体験教室などを開催

しました。  

≪参加者数  延 1 3 0 名≫  

例２  高齢者介護予防教室  
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職員の服務規律について、当協議会では、業務の円滑な運営を図るた

め、法令の遵守のほか、信用失墜行為の禁止、秘密を守る義務など、「就

業規則（以下「規則」という。）において定めています。  

セクハラ、その他のハラスメント行為等については、令和４年４月に

同「規則の一部改正」を行い、第５節「懲戒等」の規定において、明文化

するとともに、合わせて「職員懲戒審査委員会規程」を制定するなど、適

正化を図っています。  

また、個人情報の取扱いについては、「個人情報保護規程」のほか、

当協議会が保有、管理する情報資産の機密性などを確保するため、令和５

年７月「情報セキュリティポリシー」を策定し、情報セキュリティ対策を

講じています。  

今後は、さらなる職員のコンプライアンス意識の向上を図るため、

「行動指針」や「倫理要領」の策定について、検討していきます。  

 

 

 

職員が働きやすい環境整備については、これまで「就業規則」や「育

児・介護休暇等に関する規則」を整備するほか、互助会等による福利厚生

事業を実施するなど、取り組んできました。  

令和５年度は、「休暇の手引き」の配布、毎週火・金曜日「ノー残業

デー」の設定のほか、メンタルチェックを実施するなど、ワーク・ライ

フ・バランスの実践に努めています。  

今後は、職員の人材育成とともに資質向上を図るため、本計画期間に

おいて、資格取得助成の創設など、「職員研修計画」の策定に取り組んで

いきます。  

また、「次世代育成支援対策推進法」などの規定に基づき、男性職員

の育休取得促進を図るなど、「一般事業主行動計画」を策定していきま

す。  

このほか、職員の状況に応じた在宅勤務のあり方や効率的な業務を図

るため、ＤＸへの取組や目標設定について、検討していきます。  

２  コンプライアンスの遵守  

３  働きやすい職場環境づくり  
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【参考】  

事務局組織図（令和６年４月１日現在）  

市                               民  

会     員  

監  事    理事会    評議員会     評議員選任・解任委員会  

（3人）             （2 8人）                  （ ５人 ）  

会長 1人  

副会長2人  

（計 1 5人）  

常務理事  

 

事務局長     次  長       総  務  係  （ 正規 2人、嘱託１ 、臨時２人 ）  

                  （欠員 ）          組織運営、人事、経理、会費・寄付、文書、  

                             生活福祉資金、コロナ特例貸付等  

                                地  域  係  （ 正規 3人、嘱託３人）  

                                地域福祉コーディネーター、介護認定、  

                                配食等各種事業、学童保育等  

                                ボランティア・市民活動センター  （ 正規 3人）  

                                            ボランティアコーディネーター、  

お～ちゃんフェスタ、学習支援等  

                                     福祉相談係  （ 正規３人、嘱託２人）  

                                          権利擁護、成年後見等  

※このほか、学童指導員 (正規・臨時 ) 、権利擁護事業生活支援員、介護保険認定調査員 （非常   

勤職員）在籍  

 

 

 

 

市等の防災訓練への参加のほか、ヘルメットや非常持ち出し袋の配備

するほか、感染症を含めた災害時における円滑な業務遂行を図るため、  

ＢＣＰ（業務継続計画）の策定について、検討していきます。  

 

 

 

４  災害への備え  
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当協議会では、これまで、ごみの分別のほか、クールビス・ウォーム

ビズや保有自動車等の適正な運行など、環境に配慮した取り組みを実践し

てきました。  

青梅市では、令和４年度を「脱炭素元年」して、地球温暖化防止対策

に取り組んでいます。  

当協議会においても、この取組に賛同するとともに、また、令和５年

度からは、「昼休みの事務室消灯」など、新たな取組を開始しました。  

本計画において、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の視点を踏まえ、

各種事業を実施していくこととしています。  

また、「緑のカーテン」や学童保育所におけるエコキャップの取組な

どについて検討していきます。  

 

 

 

青梅市では、東青梅１丁目地内における市民ホールを含む文化複合施

設等の整備事業に取り組んでいます。  

このため、当協議会は、令和８年度を目途に移転することとなりました。  

移転候補地は、青梅市東青梅５丁目２２番地の２、旧青梅ゆりかご第

二保育園の跡地であります。  

今後、円滑に移転できるよう、青梅市と協議を進めるとともに、関連

団体等に周知していきます。  

 

 

 

 

 

 

５  環境等への取組  

６  事務所の移転  
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当協議会は、昭和３７年に設立され、昭和４１年に法人資格を取得以

来、令和８年に法人化６０周年を迎えます。  

 今後、記念誌の発行など、６０周年の取組について検討していきます。  

 

～あゆみ～  

年  西暦  出来事  

昭和 37 年 1962 年 青梅市社会福祉協議会創立  

昭和 41 年 1966 年 法人格取得  

昭和 50 年 1975 年 第 1 回青梅市社会福祉大会開催  

昭和 58 年 1983 年 青梅市福祉センターへ事務局移転  

昭和 59 年 1984 年 ボランティアセンター開設  

平成 6 年 1994 年 地域福祉活動計画（第一次）の策定  

平成 7 年 1995 年 
福祉大会とボランティアまつりを統合し、“総合福祉まつ

り”を実施  

平成 12 年 2000 年 
地域福祉権利擁護事業本格スタート  

地域福祉活動計画（第二次）の策定  

平成 17 年 2005 年 

青梅市ふれあい公社と統合し、在宅福祉サービスを実施  

青梅市ボランティア市民活動センター設立  

地域福祉活動計画（第三次）の策定  

平成 18 年 2006 年 権利擁護センターおうめ開設  

平成 19 年 2007 年 青梅のふくしキャラクター“お～ちゃん”誕生  

平成 23 年 2011 年 
地域福祉活動計画（第四次）の策定（東日本大震災の発生に

より策定時期を延長）  

平成 24 年 2012 年 青梅市民ふくし祭から「お～ちゃんフェスタ」に名称変更  

平成 28 年 2016 年 法人化 5 0 周年  

平成 30 年 2018 年 成年後見・権利擁護センターおうめに名称変更  

平成 31 年 2019 年 
地域福祉活動計画（第五次）の策定（市地域福祉計画と計画

年度の整合性を図る）  

令和 3 年 2021 年 Y o u T u b e で「おーチャンネル」開設  
 

７  法人化６０周年  
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( 1 )  国の動向  

国は、平成２８年「日本一億総活躍プラン」において、「子ども、高

齢者、障害者などすべての人々が地域、暮らし、生きがいをともに創

り、高め合うことができる「地域共生社会」を実現することを示しまし

た。  

その後、令和２年６月「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の

一部を改正する法律」において、相談支援、参加支援および地域づくり

に向けた支援の３つの支援を柱とする「重層的支援体制」の整備を掲

げ、地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制の構築の一つとして、

取り組んでいくこととしています。  

このほか、国は「孤独・孤立対策の重点計画」や「第二期成年後見制

度利用促進基本計画」を策定しています。  

( 2 )  東京都の動向  

東京都は、令和３年度から８年度まで６年間を計画期間とする「第二

期地域福祉支援計画」を策定しています。  

地域共生社会の実現に向けては、都、区市町村、関係団体及び地域住

民等が一体となって地域福祉を推進することとしており、地域福祉推進

のための施策の方向性として、①地域での包括的な支援体制づくり、②

誰もが安心して地域で暮らせる社会、③地域福祉を支える基盤を強化の

３つのテーマを掲げています。  

( 3 )  青梅市の動向  

 青梅市は、令和６年度から１１年度まで６年間を計画期間とする「地

域福祉総合計画」を策定します。  

 これまでの「地域福祉計画」に加え、高齢者、介護保険および障害者

に関する各種計画のほか、新たに「重層的支援体制整備事業実施計画」

や「成年後見制度利用促進基本計画」等を策定します。  

 福祉共通理念は、「多様性を認め合い、みんなが健やかに暮らせるま

ち」であります。  

－資料編－    

１  国および東京都等の動向  
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～数字で見る青梅市～・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 5  

( 1 )  青梅市の人口の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 6  

( 2 )  地区別人口と世帯の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 6  

( 3 )  ６５歳以上人口と高齢化率の状況・・・・・・・・・・・・・・・ 6 7  

( 4 )  後期高齢者（７５歳以上 )の状況  ・・・・・・・・・・・・・・・ 6 7  

( 5 )  世帯の家族類型（ひとり親家庭）の状況・・・・・・・・・・・・ 6 7  

( 6 )  外国人在留者の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 8  

( 7 )  合計特殊出生率・出生の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 8  

( 8 )  介護保険被保険者数および要介護認定の状況・・・・・・・・・・ 6 8  

( 9 )  地域サロンの状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 9  

( 1 0 )権利擁護・成年後見活用あんしん生活創造事業の状況  ・・・・・  6 9  

( 1 1 )生活保護世帯・人員および保護率の状況  ・・・・・・・・・・・  6 9  

( 1 2 )障害者の状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  7 0  

( 1 3 )子どもの居場所の設置状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・  7 0  

( 1 4 )ボランティア・市民活動団体の状況  ・・・・・・・・・・・・・  7 1  

( 1 5 )学童保育所の状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  7 1  

( 1 6 )民生児童委員の状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  7 1  

( 1 7 )高齢者クラブの状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  7 2  

( 1 8 )自治会の加入状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  7 2  

( 1 9 )シルバー人材センターの状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・  7 2  

( 2 0 )社会福祉施設および N P O 法人の状況  ・・・・・・・・・・・・  7 3  

( 2 1 )詐欺被害の発生状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  7 3  

 

 

 

 

 

 

 

 

2  青梅市の現状等（データ集）  
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～数字で見る青梅市～ 
  

一世帯あたりの人数                      出生の状況 

２．０人                  出生数 ６０６人 

R4.1.1現在 青梅市の統計                     合計特殊出生率１．０８％ 

R3.1.1現在 青梅市の統計、都人口動態調査 

 

高齢化率                        介護認定の状況 

３2．1％              第１号被保険者 ３９，８６９人 

R6.1.1現在 青梅市                                   要支援１，703人 

要介護４，４８９人 

後期高齢者の割合                 R4.３.３1現在 青梅市行政報告書 

１７．６％                    生活保護の保護率 

R6.1.1現在 青梅市                                     ２２．2‰ 

                                               R4.3.31現在 青梅市の統計 

ひとり親家庭の世帯数 

男親と子ども     ９２６世帯              障がい者の人数 

母親と子ども ４，７９９世帯        身体障害者手帳所持者４，２４８人 

R2.10.1現在 国勢調査結果（総務省統計局）               愛の手帳所持者１，２５０人 

精神障害者保健福祉手帳所持者１，６０７人 

R４.３.３1現在 青梅市の統計 

外国人在留者の人数 

２，０３７人 

R4.1.1現在 青梅市の統計 
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（ １ ）青梅市の人口の状況  

（ 各年 １月 １日現在 ）  

年  次  世帯数  

人  口  前年に対する

増加率  

１ 世帯  

当たりの  

人口  
総  数  男  女  

（% ）  （ 人 ）  

平成 3 0  6 2 , 8 8 2  1 3 5 , 2 4 8  6 7 , 9 5 4  6 7 , 2 9 4  △  0 . 5 4  2 . 2  

3 1 (令和元 ）  6 3 , 1 4 2  1 3 4 , 0 8 6  6 7 , 3 9 3  6 6 , 6 9 3  △  0 . 8 6  2 . 1  

2  6 3 , 4 3 2  1 3 3 , 0 3 2  6 6 , 7 9 4  6 6 , 2 3 8  △  0 . 7 9  2 . 1  

3  6 3 , 8 9 4  1 3 2 , 1 4 5  6 6 , 3 5 7  6 5 , 7 8 8  △  0 . 6 7  2 . 1  

4  6 4 , 3 2 4  1 3 1 , 1 2 4  6 5 , 8 4 6  6 5 , 2 7 8  △  0 . 7 7  2 . 0  

資料 ：青梅市の統計  

 

（２ ）地区別人口と世帯の状況  

（ 各年 １月 １日現在 ）  

資料 ：青梅市の統計  

 

 

年  次  

地  区  

令和２年  令和３年  令和４年  

人  口  世  帯  人  口  世  帯  人  口  世  帯  

総  数  1 3 3 , 0 3 2  6 3 , 4 3 2  1 3 2 , 1 4 5  6 3 , 8 9 4  1 3 1 , 1 2 4  6 4 , 3 2 4  

青  梅  1 0 , 3 8 8  4 , 9 9 8  1 0 , 2 6 3  5 , 0 2 4  1 0 , 0 9 5  5 , 0 2 4  

長  淵  2 0 , 2 8 9  9 , 5 9 3  2 0 , 0 4 4  9 , 6 1 9  1 9 , 7 8 6  9 , 6 5 8  

大  門  2 1 , 1 3 2  9 , 3 9 2  2 1 , 3 2 0  9 , 6 1 1  2 1 , 3 5 2  9 , 7 5 0  

東青梅  1 5 , 4 2 5  7 , 9 3 3  1 5 , 3 9 4  8 , 0 1 5  1 5 , 2 5 0  8 , 0 1 4  

新  町  2 0 , 5 1 3  9 , 4 2 9  2 0 , 4 5 0  9 , 5 1 6  2 0 , 4 4 6  9 , 6 4 7  

河  辺  1 5 , 4 3 0  7 , 9 2 1  1 5 , 2 5 9  7 , 9 7 4  1 5 , 1 2 9  8 , 0 4 5  

今  井  1 1 , 0 5 2  5 , 1 0 7  1 0 , 9 0 9  5 , 0 9 8  1 0 , 8 5 8  5 , 1 6 6  

梅  郷  1 0 , 2 9 1  4 , 6 7 1  1 0 , 1 8 3  4 , 6 8 4  1 0 , 0 8 2  4 , 7 1 7  

沢  井  3 , 3 3 1  1 , 5 7 0  3 , 2 9 8  1 , 5 8 9  3 , 2 1 5  1 , 5 7 1  

小曾木  3 , 5 2 1  1 , 9 4 9  3 , 4 3 3  1 , 9 1 5  3 , 3 4 7  1 , 8 9 6  

成  木  1 , 6 6 0  8 6 9  1 , 5 9 2  8 4 9  1 , 5 6 4  8 3 6  
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（3 ）６５歳以上人口と高齢化率の状況  

 (各年 1 月 １日現在 )  

年  次   人  口  

 
6 5 歳以上

人口  

 
高齢化率  

（ ％ ）  
男  女  男  女  

令和 2  

令和 3  

令和 4  

令和 5  

令和６  

１３３，０３２  

１３２，１４５  

１３１，１２４  

１３０，２７４  

１２９，４６８  

６６，７９４  

６６，３５７  

６５，８４６  

６５，４２０  

６５，０３６  

６６，２３８  

６５，７８８  

６５，２７８  

６４，８５４  

６４，４３２  

４０，２２８  

４０，７０８  

４１，０７７  

４１，２５２  

４１，５４７  

１８，１４７  

１８，３９２  

１８，５６９  

１８，６７２  

１８，８３３  

２２，０８１  

２２，３１６  

２２，５０８  

２２，５８０  

２２，７１４  

３０．２  

３０．８  

３１．３  

３１．７  

３２．１  

資料 ：青梅市  

 

（4 ）後期高齢者（７５歳以上）の状況  

 (各年 1 月 １日現在 )  

年  次   人  口  
 

7 5 歳以上

人口  

 人口に  

占める  

割合 （％ ）  男  女  男  女  

令和 2  

令和 3  

令和 4  

令和 5  

令和６  

１３３，０３２  

１３２，１４５  

１３１，１２４  

１３０，２７４  

１２９，４６８  

６６，７９４  

６６，３５７  

６５，８４６  

６５，４２０  

６５，０３６  

６６，２３８  

６５，７８８  

６５，２７８  

６４，８５４  

６４，４３２  

20，100 

20，391 

20，768 

21，778 

２２，８３０  

8，318 

8，451 

8，594 

9，077 

９，５５３  

11，782 

11，940 

12，174 

12，701 

１３，２７７  

15.1  

15.4 

15.8 

16.7 

１７ .６  

資料 ：青梅市  

 

( 5 )世帯の家族類型（ひとり親家庭）の状況  

（ 各年 １ ０月 １日現在 ）  

 

 

 

 

資料 ：国勢調査結果 （総務省統計局 ）  

 

年  次  一般世帯  
男親と子ども  

からなる世帯  

母親と子ども  

からなる世帯  

平成２ ２  

2 7  

令和 2  

5 2 ， 3 5 2  

5 4 ， 1 9 6  

5 6 ， 3 5 4  

8 8 6  

9 1 5  

9 2 6  

4 ， 0 7 7  

4 ， 5 0 6  

4 ， 7 9 9  
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( 6 )外国人在留者の状況  

              （ 各年 １月 １日現在 ）  

年  次  総  数  韓  国  中  国  アメリカ  フィ リピン  ド イツ  その他  

平成 3 0  1 , 7 7 5  2 0 5  3 4 3  5 7  4 1 6  6  7 4 8  

３ １ （ 令和元 ）  1 , 8 7 7  2 1 1  3 6 3  6 3  4 1 6  6  8 1 8  

2  1 , 9 5 5  2 0 6  3 5 5  6 3  4 2 7  2  9 0 2  

３  1 , 9 8 6  1 9 8  3 4 6  5 7  4 5 4  2  9 2 9  

４  2 , 0 3 7  1 9 4  3 1 8  6 3  4 4 3  1  1 ， 0 1 8  

資料 ：青梅市の統計  

 

( 7 )合計特殊出生率・出生の状況  

年  次  
出  生  

（ 人 ）  

合計特殊出生率

（％ ）  

平成 2 9  7 7 7  1 . 2 2  

3 0  6 6 9  1 . 0 8  

3 1 （ 令和元 ）  6 8 1  1 . 1 6  

2  6 3 1  1 . 1 0  

3  6 0 6  1 . 0 8  

資料 ：青梅市の統計 、東京都人口動態調査  

※合計特殊出生率は 、各年 1 月 1 日現在  

 

( 8 )介護保険被保険者数および要介護認定の状況  

（ 各年度末現在 ）  

年  度  
第 １号被

保険者数  

要介護認定者数  

要  支  援  要  介  護  

計  

1  2  1  2  3  4  5  

平成 30 38,202 804 875 1,035 895 814 910 655 5,988 

31 

(令和元）  
38,802 890 850 1,053 953 823 892 654 6,115 

2 39,362 869 769 1,082 975 843 1,013 698 6,249 

3 39,601 887 799 1,161 964 888 1,052 694 6,445 

4 39,869 ９１７  ７８６  1 ,237 944 842 1,001 698 6,425 

資料 ：青梅市行政報告書  
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( 9 )地域サロンの状況  

（ 各年度末現在 ）  

年  度  開設数  開催回数  
延べ  

参加人数  
備  考  

令和 3 

 

4 

３  

 

４  

３９  

 

１２７  

９０  

 

５１０  

月２回または月４回実施  

 

同上  

 資料 ：青梅市  

注 ：令和元年度は 、 ７月 ２ ２ 日から ９月 ３ ０日まで 、高齢者の健康増進のため 、 「 梅っこサロン 」 と名  

付けた自由に集まって過ごせる場所を市内３か所に開設した 。  

 

( 1 0 )権利擁護・成年後見活用あんしん生活創造事業の状況  

（ 各年度末現在 ）  

 

年  度  
成年後見活用あんしん生活創造事業 地域福祉権利擁護事業   

法人後見  

受任件数  
相談件数  契約者数  相談件数  援助件数  

平成３ ０  

3 1 (令和元 )  

2  

3  

4  

9  

1 2  

1 4  

1 8  

1 4  

3 3  

9  

3 1  

4 7  

3 6 9  

6 7  

6 5  

4 5  

2 9  

2 0  

 9 4  

8 9  

8 4  

3 5  

1 5   

4 , 9 5 7  

5 , 1 1 7  

3 , 9 5 1  

2 , 3 5 4  

1 , 1 6 0  

資料 ：青梅市社会福祉協議会  

注 ： R 4 成年後見の相談件数は 、延べ数  

 

( 1 1 )生活保護世帯・人員および保護率の状況  

（ 各年度末現在 ）  

資料 ：青梅市の統計  

年  度  

世  帯  数  人  員  

保護率  （ ‰ ）  

世帯数  月平均  人  員  月平均  

平成 2 9  2 4 , 8 6 5  2 , 0 7 2  3 4 , 2 7 4  2 , 8 5 6 . 2  2 1 . 3  

3 0  2 5 , 4 2 3  2 , 1 1 9  3 4 , 6 8 0  2 , 8 9 0 . 0  2 1 . 5  

3 1 (令和元 ）  2 5 , 6 3 1  2 , 1 3 6  3 4 , 8 1 0  2 , 9 0 0 . 8  2 1 . 8  

2  2 5 , 9 2 3  2 , 1 6 0  3 4 , 8 4 3  2 , 9 0 3 . 6  2 1 . 9  

3  2 6 , 4 0 6  2 , 2 0 1  3 4 , 8 9 0  2 , 9 0 7 . 5  2 2 . 2  
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( 1 2 )障害者の状況  

（ 各年度末現在 ）  

資料 ：青梅市の統計  

注 ：障害者数は 、各手帳を所持している方の数  

 

( 1 3 )子どもの居場所の設置状況  

（ 各年度末現在 ）  

年度  
私立

保育

園  

認定  

こども  

園  

・  

地域型  

保育  

事業所  

青梅

市  

学童  

保育

所  

民間  

学童  

保育

所  

幼稚

園  

・  

幼児

園  

放課

後  

子ど

も  

教室  

子育て  

支援  

団体

( N P O )  

子ど

も  

食堂  

子育  

て  

広場  

子育

て  

支援

セン

ター  

平成 3 1 (令和元 )  

2  

3  

4  

５  

3 0  

3 2  

3 2  

3 2  

３ １  

1  

2  

3  

1 0  

９  

1 8  

1 8  

1 8  

1 8  

１ ８  

2  

2  

3  

3  

３  

6  

6  

6  

7  

４  

1 6  

1 6  

1 6  

1 6  

１ ６  

４  

５  

７  

７  

７  

２  

２  

２  

４  

１ ０  

１ ６  

１ ６  

１ ７  

１ ７  

１ ７  

１  

１  

１  

１  

１  

資料 ：青梅市行政報告書 、内閣府 N P O ホームページ 、子ども食堂連絡会  

 

 

 

年  度  総  数  

身体障害者手帳  

愛の  

手帳  

(知的  

障害 ）  

精神  

障害者  

保健福祉

手帳  

肢体  

不自由  

聴覚 ・  

平衡  

機能  

障害  

視覚  

障害  

音声 ・  

言語 ・  

そしゃく

機能  

障害  

内部  

障害  

平成 2 9   4 , 4 2 4  2 , 1 5 1  3 5 8  4 5 7  4 1  1 , 4 1 7  1 , 0 8 2   1 , 2 4 9  

3 0  4 , 3 5 4  2 , 0 7 3  3 5 8  4 6 1  4 1  1 , 4 2 1  1 , 1 2 6  1 , 3 5 3  

3 1 (令和元 ）  4 , 3 5 0  2 , 0 3 6  3 7 5  4 6 6  3 9  1 , 4 3 4  1 , 1 9 7  1 , 4 3 9  

2  4 , 3 0 7  2 , 0 0 4  3 8 5  4 4 1  4 2  1 , 4 3 5  1 , 2 2 7  1 , 4 9 6  

3  4 , 2 4 8  1 , 9 5 6  3 9 3  4 2 9  3 7  1 , 4 3 3  1 , 2 5 0  1 , 6 0 7  
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( 1４ )ボランティア・市民活動団体の状況  

（ 各年度末現在 ）  

年  次  登録団体数  会員数  備  考  

平成 3 0  ７ ４  4 ， 3 0 5   

3 1 （ 令和元 ）  7 0  3 ， 5 1 0   

2  7 0  3 ， 5 2 4   

3  6 8  １ ， 9 1 1  会員数の多い団体から登録辞退あり  

４  6 8  1 ， 8 5 7   

資料 ：青梅市社会福祉協議会  

 

( 1５ )学童保育所の状況  

（ 各年度末現在 ）  

  資料 ：青梅市の統計  

 

 ( 1６ )民生児童委員の状況  

(各年度末現在 )  

年  度  民生委員数  訪問回数  活動日数  

平成３ ０  

3 1 ( R 元 )  

2  

3  

4  

１ ４ ５  

１ ４ ４  

１ ４ ４  

１ ４ ５  

１ ３ １  

4 6 ， 2 2 1  

4 1 ， 5 5 8  

 4 8 ， 8 0 5  

4 8 ， 4 5 5  

4 4 ， 6 4 0  

2 5 ， 3 1 2  

2 4 ， 3 6 3  

2 0 ， 0 2 1  

2 2 ， 0 8 1  

2 3 ， 2 5 0  

   資料 ：東京都福祉統計年報  

 

 

年  度  施設数  

児童数  

指導員数  

定  員  
月平均登録

人数  
出席延人数  

平成 2 9 年  1 9  1 , 4 6 2  1 , 3 2 5  2 4 2 , 2 1 5  5 3  

3 0  1 9  1 , 4 6 5  1 , 3 1 6  2 4 2 , 5 4 5  4 8  

3 1 (令和元 ）  1 9  1 , 5 5 8  1 , 3 2 0  2 3 4 , 6 6 6  4 1  

2  1 9  1 , 5 5 8  1 , 2 8 8  1 9 4 , 0 2 1  3 7  

3  1 9  1 , 5 4 6  1 , 2 6 5  2 1 5 , 4 4 4  3 5  
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 ( 1７ )高齢者クラブの状況  

(各年度末現在 )  

年  度  クラブ数  会員数  

平成 3 0  

3 1 ( R 元 )  

2  

3  

4  

5 4  

5 3      

5 3      

5 2      

4 9  

5 ， 9 7 8  

5 ， 6 6 7  

5 ， 4 5 6  

5 ， 0 0 9  

4 ， 4 2 2  

  資料 ：東京都福祉統計年報  

 

( 1８ )自治会の加入状況  

(各年４月 １日現在 )  

年  次  世帯数  加入世帯  加入率 （％ ）  

平成３ １ （ 令和元 ）  

２  

３  

４  

５  

６ ３ , １ ８ ８  

６ ３ , ５ ４ ７  

６ ４ , ０ ３ ４  

６ ４ , ３ ８ ６  

６ ４ , ７ ８ ９  

２ ５ , ０ ４ ０  

２ ４ , ２ １ １  

２ ３ , ３ ３ ０  

２ ２ , ４ ８ ０  

２ １ , ６ ９ ５  

３ ９ ． ６ ３  

３ ８ ． １ ０  

３ ６ ． ４ ３  

３ ４ ． ９ １  

３ ３ ． ４ ９  

  資料 ：青梅市  

 

( 1９ )シルバー人材センターの状況  

（ 各年度末現在 ）  

年  度  会員数  就業実人員  就業率 (％ )  受注件数  就業延人員  契約金額 (千円 )  

平成 2 9 年  1 , 2 0 4  8 5 7  7 1 . 2  4 , 2 8 8  8 3 , 3 2 8  4 2 1 ， 1 1 0  

3 0  1 , 1 8 0  8 3 2  7 0 . 5  4 , 5 5 5  8 3 , 7 2 4  4 2 1 ， 1 4 9  

3 1 (令和元 ）  1 , 1 5 4  8 2 0  7 1 . 1  4 , 5 6 1  8 1 ， 1 8 4  4 2 0 , 9 7 5  

2  1 , 1 4 0  7 7 1  6 7 . 6  4 , 4 2 2  7 7 , 6 0 3  4 0 3 , 7 6 8  

3  1 , 1 1 9  7 9 4  7 1 . 0  4 , 5 5 5  7 7 , 5 5 3  3 9 8 , 7 3 6  

資料 ：青梅市の統計  

 



73 

（２０ ）社会福祉施設および N P O 法人の状況  

                     （ 各年 1 月 １日現在 ）  

年  次  社会福祉施設  N P O 法人  

平成 3 0  

３ １ (令和元 )  

２  

３  

４  

９ ８  

９ ７  

９ ５  

９ ８  

１ ０ ０  

３ ３  

３ ３  

３ ６  

３ ９  

４ ０  

資料 ：社会福祉施設等調査 （ 厚生労働省 ） 、東京都生活文化スポーツ局  

注 ：社会福祉施設数は 、各年 １ ０月 １日現在  

 

（２１ ）詐欺被害の発生状況  

年  件  数  被害額 （円 ）  

平成 3 0  

３ １ (令和元 )  

２  

３  

４  

1 7  

1 8  

1 4  

1 3  

1 0  

2 2 ， 1 4 8 ， 9 9 8  

2 1 ， 9 2 2 ， 4 6 0  

3 0 ， 7 8 9 ， 6 2 1  

1 4 ， 0 1 4 ， 4 6 8  

2 2 ， 6 8 3 ， 0 0 0  

資料 ：青梅市ホームページ  
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 ( 1 )  各種事業の項目  

 ア  連絡・調整事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 5  

イ  広報事業  広報誌「お元気ですか」の発行  ・・・・・・・・・・  7 5  

ウ  広報事業「声の広報」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 6  

エ  ホームページ運営事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 6  

オ  組織強化事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 6  

カ  福祉団体等助成事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 6  

キ  ささえあい活動助成事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 6  

ク  戦没者追悼式助成事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 7  

ケ  緊急援護事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 7  

コ  収益事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 7  

サ  生活福祉資金貸付事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 7  

シ  調査・研究・企画事業  高齢者調査・・・・・・・・・・・・・ 7 8  

ス  おせち料理事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 8  

セ  敬老事業  青梅市敬老会・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 8  

ソ  敬老事業  敬老訪問・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 8  

タ  高齢者見舞品事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 9  

チ  ひとりぐらし高齢者ふれあい旅行事業・・・・・・・・・・・・ 7 9  

ツ  ひとりぐらし高齢者支援事業  コミケア・・・・・・・・・・・ 7 9  

テ  高齢者料理教室事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 9  

ト  高齢者介護予防事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 0  

ナ  障がい者支援事業  学習会・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 0  

ニ  障がい者支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 0  

ヌ  車いす貸出事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 0  

ネ  緊急通報サービス事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 1  

ノ  ハンディキャブ貸出事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 1  

ハ  ささえあい活動事業  『防災防犯マップ』作成・・・・・・・・ 8 1  

ヒ  高齢者配食サービス事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 1  

フ  意思疎通支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 2  

ヘ  地域福祉コーディネーター事業・・・・・・・・・・・・・・・ 8 2  

３  第五次（平成３１年度～令和５年度）青梅市地域福祉活動計画の評価  
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ホ  介護保険認定調査受託事業・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 2  

マ  学童保育事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 2  

ミ  元気高齢者等が家事支援を行う訪問型サービス事業・・・・・・ 8 3  

ム  ボランティア活動助成事業・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 3  

メ  お～ちゃんフェスタ事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 3  

モ  年末家事援助事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 3  

ヤ  いきいきサービス事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 4  

ユ  ボランティア活動推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 4  

ヨ  生活困窮世帯学習支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 4  

ラ  地域福祉権利擁護事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 4  

リ  福祉サービス総合支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 5  

ル  成年後見活用あんしん生活創造事業・・・・・・・・・・・・・ 8 5  

 

 ( 2 )  評価シート  

ア  連絡・調整事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 地域の実状やニーズを把握している民生児童委員と相互に協力関係を築

くため、各地区の担当職員を決めて地区協議会に出席した。  

・ 年度末において、行政の担当課と受託事業について、事業実施報告を行

い、課題や事業の方向性を確認するとともに 、次年度の事業計画などにつ

いて打合せを行った。  

今後の方向性  継続  事業類型  その他  担当係  総務係    

 

イ  広報事業  広報紙「お元気ですか」の発行  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 年 4 回、広報紙 「お元気ですか 」を発行し 、自治会の協力をいただいて配

布するとともに 、社協会員などに郵送した 。  

・ 親しみやすく分かりやすい広報紙を目指して 、自治会 、民生児童委員、市

内福祉施設等から推薦いただいた委員による広報委員会において、記事の

内容、構成等について検討した。  

・ 自治会員以外の市民にも周知できるよう、郵便局や市内のスーパーマー

ケットなど 、協力いただける施設に広報紙を配架した。  

・ 自治会加入世帯が減少していることから 、広く市民に届けるため市内集

客施設を回り、広報紙 「お元気ですか 」の配架について依頼し 、配架した 。  

・ 青梅市歯科医師会に依頼し 、広報紙 「お元気ですか 」を配架した 。  

今後の方向性  継続  事業類型  その他  担当係  総務係  
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ウ  広報事業  「声の広報」  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 年 4 回、広報紙 「お元気ですか 」の発行に合わせて、ボランティア団体に

紙面の内容を音読でカセットテープに吹き込んでいただいた。  

・ 吹き込んだカセットテープを利用登録者に郵送した。  

今後の方向性  継続  事業類型  その他  担当係  総務係  

 

エ  ホームページ運営事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 各種イベント 、講習会などの情報を掲載した。  

・ サイトマップを作り、ホームページにおける様々なページの整理を行っ

た。  

今後の方向性  改善  事業類型  その他  担当係  総務係  

 

オ  組織強化事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 自治会連合会および民生児童委員合同協議会へ助成金を交付した 。  

・ 両団体とも当協議会の事業実施にあたり協力をいただいているほか、付

属機関の委員に候補者を推薦していただくなどしている。  

今後の方向性  継続  事業類型  その他  担当係  総務係  

 

カ  福祉団体等助成事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 広報誌 「お元気ですか 」および当協議会のホームページで周知を行い、申

請者の募集を行った 。  

・ 団体から事業報告を提出していただくことにより、事業目的が達成された

かなどの確認を行った。  

今後の方向性  改善  事業類型  その他  担当係  総務係  

 

キ  ささえあい活動助成事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 広報誌 「お元気ですか 」および当協議会のホームページで周知を行い、申

請者の募集を行った 。  

・ 団体から事業報告を提出していただくことにより、事業目的が達成された

かなどの確認を行った。  

今後の方向性  改善  事業類型  その他  担当係  総務係  
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ク  戦没者追悼式助成事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 戦没者の人数により 、助成金額を決定し助成した 。  

・ 追悼式終了後 、実施報告を提出していただいている。  

今後の方向性  改善  事業類型  その他  担当係  総務係  

 

ケ  緊急援護事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 青梅市健康福祉部生活福祉課長に１ ０ ， ０ ０ ０円を預けた。  

・ 生活福祉課長の要請により、交通費や食料の支給を行った 。  

今後の方向性  改善  事業類型  その他  担当係  総務係  

 

コ  収益事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 青梅市役所庁舎１階に自動証明写真機を設置  

・ 青梅市福祉センター１階にカップ飲料販売機を設置  

・ 青梅市福祉センター１階にペットボトル飲料販売機を設置 （令和５年度～ ）  

・ 広報誌 「お元気ですか 」に広告を掲載するため、広報委員会の承認を得る

とともに定款の一部変更を行った 。  

今後の方向性  改善  事業類型  その他  担当係  総務係  

 

サ  生活福祉資金貸付事業  

主な活動  

実績 ・効果  

【 本則 】  

・ 低所得世帯、障がいのある方や高齢者がいる世帯を対象に 、世帯の経済

的自立を目的とした各種貸付を実施した。  

・ 令和４年度は延 8 0 2 件の相談に対応し 、 1 5 件の貸付を行った。貸付を

行った 1 5 件は教育支援資金の他、緊急小口資金や福祉費、要保護リバー

スの貸付だった。  

【 コロナ特例 】  

・ 新型コロナウイルス感染症に伴う休業要請による休業休職等で 、収入の減

少があり日常生活の維持が困難な世帯へ貸付を実施した。  

・ 累計で 5 , 4 4 4 件の相談に対応し 、累計 1 6 億 2 6 3 1 万円を貸付けた。  

今後の方向性  継続  事業類型  その他  担当係  総務係  
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シ  調査・研究・企画事業  高齢者調査  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 民生児童委員の行う見守り事業との連携により 、民生児童委員が訪問調

査を行った。  

・ 情報の集約と管理は当協議会が行い 、また 、民生児童委員の見守りなど

の活動のほか、当協議会が行う事業に活用している。  

・ 個人情報保護の観点から、調査活動が困難になっている側面もある。  

今後の方向性  継続  事業類型  高齢者  担当係  地域係  

 

ス  おせち料理事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 高齢者配食サービス利用者を主な対象者としており、年末年始のお弁当

お休み期間の補助食としての役割は大きい。  

・ 大晦日に手渡しでお届けしているため、配食サービスの目的である安否

確認も行った。  

・ 障害者手帳をお持ちの方々にも、好評で、毎年利用している常連の方も多

い。  

今後の方向性  継続  事業類型  高齢者 ・障害者  担当係  地域係  

 

セ  敬老事業  青梅市敬老会  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 敬老会については、当日のスタッフとして職員を派遣。主に送迎バスの添

乗員を担当した 。  

・ プログラムの印刷を請け負った。  

今後の方向性  継続  事業類型  高齢者  担当係  地域係  

 

ソ  敬老事業  敬老訪問  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 対象者や訪問ルート等の準備は青梅市高齢者支援課で行い、当日は会長

が訪問した 。  

・ 社協からのお祝いの品を用意した 。  

今後の方向性  継続  事業類型  高齢者  担当係  地域係  
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タ  高齢者見舞品事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 介護を要する高齢者の実態調査については、令和 4 年度より ｢在宅ねた

きり高齢者 ｣から名称を変更。また 、コロナ禍においては、民生委員による

配布は中止し 、郵便での配送とした 。  

・ 民生委員の訪問の契機ともなり、また 、当協議会とのつながりを認識して

もらう効果がある 。  

今後の方向性  継続  事業類型  高齢者  担当係  地域係  

 

チ  ひとりぐらし高齢者ふれあい旅行事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 平成２９年度より地区を２分割し隔年実施に変更。行き先 、行程は同じ。  

・ 令和２年度は、後半地区の予定であったがコロナ禍のため中止した 。  

・ ３年度も通常の開催は断念し 、年度内に地域の市民センターにて体験会を

開催。旅行気分を味わえるお土産の購入企画も行った。  

・ 体験会の開催をもって 、本事業を終了とした 。  

今後の方向性  廃止  事業類型  高齢者  担当係  地域係  

 

ツ  ひとりぐらし高齢者支援事業コミケア  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 令和４年度からの新企画。青梅地区 ・長淵地区にて実施。市民センターを

会場に １年に １度の開催していく予定。  

・ 交流の機会の提供とともに、自分の身体を知るための体力測定や災害へ

の備えの大切さを知る防災講座などを開催。また 、認知症や看護、介護の

専門家の協力をいただき気軽に相談できる場所も配置し 、顔の見える関係

づくりの機会とした 。  

・ 参加者  青梅地区 2 4 人、長淵地区 1 4 人、梅郷地区 1 5 人  

今後の方向性  継続  事業類型  高齢者  担当係  地域係  

 

テ  高齢者料理教室事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 令和２年 、３年度はコロナ禍のため料理教室の開催は中止した。  

・ 令和３年度は、今後の料理教室のあり方として、スマホなどを活用しての

オンライン開催の可能性を視野に、スマホ活用講座を行った。   

・ 令和４年度には、 『料理の基本さ ・し ・ す ・せ ・そ～お砂糖を知ろう～ 』講座

を開催し 、お砂糖を使ったフルーツビネガー作りをし 、ちょっとした手作り

体験を実施した。  

・ 広報等での募集を行ったが、定員を大幅に超える申込みをいただき、参加

者にも好評をいただいた 。  

今後の方向性  継続  事業類型  高齢者  担当係  地域係  
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ト  高齢者介護予防事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 令和４年７月より教室を再開し 、令和４年度中は８回実施し延べ１ ３０名の

方が参加 （令和２年 １月～令和４年６月まで開催自粛 ） 。  

・ 本年度より事業への評価や希望を伺うために 、参加者へのアンケートを実

施した 。  

今後の方向性  継続  事業類型  高齢者  担当係  地域係  

 

ナ  障がい者支援事業  学習会  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 令和４年度に４年ぶりに学習会を開催した 。  

・ 例年共催の障団連が主題を決めていたが 、コロナ禍で集まる機会がなく

決まらないとのことで 、社協からパラスポーツ体験を提案した 。  

・ 講師の東京都障害者スポーツ協会に企画立ち上げの段階から協力を依頼

した 。  

・ 障害のある方のみでなく 、地域のパラスポーツに関心のある方にも参加

いただき、スポーツを介した交流の機会とすることができた。  

今後の方向性  改善  事業類型  障害者  担当係  地域係  

 

二  障がい者支援事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ コロナ禍により令和 2 年度より令和４年度まで中止した 。  

・ 令和元年度は、９月２ ９日開催した 。  

・ 参加者 2 3 7 名 （当事者 ･家族 1 5 2 名 ,来賓 2 3 名 ,民生委員 3 4 名 ,ス

ポーツ推進委員 2 0 名  ほか）  

今後の方向性  改善  事業類型  障害者  担当係  地域係  

 

ヌ  車いす貸出事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 寄贈された車いすを活用し 、一時的に必要な方に対し 、最長 1 か月を限

度とし 、無料で貸し出しを行った。  

・ 令和 4 年度は 2 5 9 件の実績があった。   

・ 高齢者の外出支援のみならず、骨折等による怪我での利用者も増えてい

る。  

今後の方向性  継続  事業類型  その他  担当係  地域係  
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ネ  緊急通報サービス事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 病気などによる緊急時だけでなく 、不審者対応や防犯機器も設置するこ

とで、本人や親族の安心ツールとして利用されている。  

・ 警備会社と直接契約する場合には、機器の設置及び撤去に４～５万円の

費用がかかるが 、社協のサービスとして契約すると無料になる 。  

そのため、初期費用の負担で躊躇していた方からの申込みが増えている。  

・ 高齢者配食サービス通信 『うぐいす 』にて年に 1 回周知のための記事を掲

載している。  

今後の方向性  継続  事業類型  その他  担当係  地域係  

 

ノ  ハンディキャブ貸出事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 日常的な清掃、消毒を実施し 、継続的な運営のため、修繕等対応箇所が見

つかった場合は早急に対応した。  

今後の方向性  廃止  事業類型  その他  担当係  地域係  

 

ハ  ささえあい活動事業  『防災防犯マップ』作成  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 実施に向けては、友田小学校と綿密に打ち合わせを行い、計画的に準備

を進めることができた。  

・ 友田小学校では、小学校間の会議 （校長会 ）等で実績として発表している

とのこと 。  

今後の方向性  継続  事業類型  子ども  担当係  地域係  

 

ヒ  高齢者配食サービス事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 令和２年度以降  コロナ禍によりボランティアによる配食に中止した 。  

・ 令和 4 年度実績  登録者 2 4 5 名 （ R 5 . 3 . 3 1 現在 ） ,配食数延べ

2 3 , 3 0 3 食  

・ 配食時の安否確認を徹底して行っているため、自宅で死亡した方の早期

発見や体調不良の方の早期情報提供に繋がる案件が増えている。  

・ 利用休止から廃止まで 6 か月間の猶予があり、廃止の確認を行ってい

る。  

今後の方向性  改善  事業類型  高齢者  担当係  地域係  
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フ  意思疎通支援事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 登録手話通訳者と適宜連絡を取り、依頼があった際の連絡調整を遺漏な

く進めた。  

・ 遠方からの依頼で登録手話通訳者が受けられない場合は、市と調整し東

京手話通訳者等派遣センターへつなぎ、対応した 。  

今後の方向性  継続  事業類型  障害者  担当係  地域係  

 

へ  地域福祉コーディネーター事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 生活支援体制整備事業の第 2 層協議体や第 1 層協議体へ参加、支援し

た 。  

・ 地域の第 3 層活動への相談、支援を行い、つなぎ役としての役割をはた

した 。  

・ 地域サロン立ち上げ有志の会への相談、援助、協力を行った 。  

・ 地域支援と個別支援を実施した 。  

・ 五類に移行後 、主に電話相談を中心に 、必要に応じて訪問した 。  

今後の方向性  継続  事業類型  その他  担当係  地域係  

 

ホ  介護保険認定調査受託事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 行政から受託し 、要介護度を認定するための調査を実施した。  

・ 令和４年度実績  青梅市１ ． ４ ６ ６件 、市外２５ ７件 （調査員８名 ）  

今後の方向性  継続  事業類型  高齢者  担当係  地域係  

 

マ  学童保育事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 児童 、保護者に安心 、安全な学童を提供するため 、指導員研修を実施し

（障がい児対応、応急救護、アレルギー対応等 ） 、各学童で災害 （火災、地

震 ） 、不審者対応といった避難訓練を実施している （各項目年 １回以上 ） 。  

・ このほか、 「 安心安全な社協の学童 」の P R のための冊子を作成。入所予

定の保護者などに配布した。    

今後の方向性  改善  事業類型  子ども  担当係  地域係  
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ミ  元気高齢者等が家事支援を行う訪問型サービス事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 令和４年度実績  利用契約者数１００名  サポーター登録者  ４７名  サー

ビス提供回数  延べ 1 , 6 1 0 回  

・ 青梅市から介護予防 ・日常生活総合支援事業の第 1 号訪問事業 （訪問型

サービス A ） の事業所として指定を受けて実施した 。   

今後の方向性  継続  事業類型  高齢者  担当係  地域係  

 

ム  ボランティア活動助成事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ ボランティア登録団体会議での周知、社協 H P および 「お元気ですか 」に

掲載した 。  

・ 助成金申請の審査は、ボランティア ・市民活動センター運営委員会にて審

査、決定した 。  

・ 報告書より各団体の活動がより一層の活性化につながっている。  

今後の方向性  継続  事業類型  その他  担当係  ボラセン  

 

メ  お～ちゃんフェスタ事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 令和２年度から令和４年度まで新型コロナウイルス感染拡大防止の観点か

ら中止した 。  

・ 令和５年度は、４年ぶりに開催した。  

今後の方向性  継続  事業類型  その他  担当係  ボラセン  

 

モ  年末家事援助事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 「 お元気ですか 」に実施の案内を掲載し 、周知した 。  

・ ユーチューブ 「おーチャンネル 」に協力員募集動画をアップした 。  

・ 高齢者にとっては困難な大掃除を担ってもらえてことで新たな年を気持

ちよく迎えることができた。  

・ 協力員の訪問により 、わずかな時間ではあるが掃除を介してコミュニケー

ション創出の場ともなっている。  

今後の方向性  継続  事業類型  高齢者  担当係  ボラセン  
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ヤ  いきいきサービス事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 広報誌 「お元気ですか 」に社協で行う介護保険上の家事支援サービスと対

比してサービス利用、協力の詳細を掲載した 。  

・ 介護保険のサービスではできない通院付き添い等、協力会員の支援のも

と利用者の在宅生活の安定が図られた。  

・ 協力会員となる方も、 「 何かできることを 」という想いから空いている時

間を有効に活用した活動につながった。  

今後の方向性  継続  事業類型  高齢者  担当係  ボラセン  

 

ユ  ボランティア活動推進事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ コロナ禍、従来どおりのイベント講座等の開催に至れず、その中でも防止

策を講じ可能な範囲で団体の協力を経て 「ボランティア体験講座 」 、 「ボラ

ンティア活動へのきっかけづくり 」 、 「 つながるための講座 」を開催した 。  

今後の方向性  継続  事業類型  その他  担当係  ボラセン  

 

ヨ  生活困窮世帯学習支援事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 広報誌 「お元気ですか 」および社協 H P にてサポーター募集を行った 。  

・ 年２回 、より効果的な学習につながるようサポーター同士の情報交換 ・共

有の場として 、サポーター打合せ会議を行った 。  

・ 中学３年生においては 、全員高校に合格することができ学習サポーターも

その一助となれたと考える。  

今後の方向性  継続  事業類型  子ども  担当係  ボラセン  

 

ラ  地域福祉権利擁護事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 金銭の自己管理ができるようなった契約者や、家族の協力が得られ社協

が支援する必要がなくなった契約者に対して、自立した生活を送ることが

できるようになったと判断、本人の意向を確認しながら契約を解除した 。  

・ 契約時よりも判断能力が低下し 、地域福祉権利擁護事業では支援が厳し

くなった契約者については、関係者と協議しながら成年後見制度利用に繋

げた。  

・ 成年後見制度の市民向け講座の中で、地域福祉権利擁護事業についての

事業説明を行った。 （参加者数 5 1 名 ）  

今後の方向性  継続  事業類型  その他  担当係  福祉相談係  
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リ  福祉サービス総合支援事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 専門相談について 、年 4 回発行の社協だよりに毎回掲載した 。  

・ 苦情解決について 、民生児童委員合同協議会でチラシを配布した 。  

・ 令和５年３月 １５日号の青梅市広報に記事を掲載した 。  

・ 令和４年度は、苦情相談に対応し 、苦情解決委員会を１回開催した 。  

今後の方向性  継続  事業類型  その他  担当係  福祉相談係  

 

ル  成年後見活用あんしん生活創造事業  

主な活動  

実績 ・効果  

・ 成年後見制度だけに限らない、権利擁護についての相談に年間を通じて

対応した。 （ 延べ 3 6 9 件 ）  

・ 必要に応じ、後見人候補者となる専門職団体への照会や 、地域包括支援

センターと連携した訪問 ・見守りを行った 。  

・ 権利擁護支援の事案や後見人等候補者の検討及び受任調整などを行う、

「支援検討会議おうめ準備会 」を開催し 、専門職によるケースの支援方針に

ついて権利擁護の視点での助言や対象者の生活状況等に応じた適切なマッ

チングを行った。  

・ 支援が必要だが、財産状況等で適切な後見人が見つからない方につい

て、法人として後見人を受任し 、支援した 。  

今後の方向性  継続  事業類型  その他  担当係  福祉相談係  

 

【参考】  

（ 1 ）今後の方向性  

区分  事業数  備      考  

継続  3 0   

改善  9    

廃止  2   ひとりぐらし高齢者ふれあい旅行、ハンディキャブ貸出  

計  4 1    

 

（2 ）事業分類  

区分  高齢者  障害者  高齢者 ・障害者  子ども  その他  計  

事業数  1 3  3  1  3  2 1  4 1  
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●第五次地域福祉活動計画への取組  

「第五次地域福祉活動計画」は、平成３１年から令和５年までの５年

間を計画期間として、『誰もが安心して暮らせるまちづくり  地域に根差

し、地域に必要とされる社協』といった基本理念のもと、「助けてを、み

んなで  支える社会」、「適切なサービスで豊かな生活ができる社会」、

「見て見ぬふりをしない社会」の３つの基本目標の実現を目指し、各種事

業に取り組んできました。  

●新型コロナウイルス感染症の影響  

こうした中、令和元年１２月、中華人民共和国武漢市において、新型

コロナウイルス感染症の集団感染が報告されました。  

令和２年１月には国内で初めての患者が報告されてからは、「６新型

コロナウイルス感染症への対応（時系列）」に記載のとおり、当協議会に

おいても、各種事業の中止など大きな影響を受けました。  

●重層的支援体制整備事業移行準備事業の受託  

一方、国では、令和２年、地域共生社会の実現のため、相談支援、参

加支援および地域づくりに向けた支援の３つの支援を柱とする「重層的支

援体制」の整備を掲げ、包括的支援体制の構築の一つとして、取り組んで

いくこととしました。  

 当協議会においては、青梅市からの委託を受け、「重層的支援体制整備

移行準備事業」に取り組み、地域福祉コーディネーターによる電話相談の

ほか、地域サロン立ち上げへの支援、生活支援体制整備事業における第２

層協議体へ参加するなど、地域づくりに努めてきました。  

●第六次地域福祉活動計画の策定  

 「第六次地域福祉活動計画」の策定にあたっては、令和５年度の事業実

績について評価を行い、潜在化する支援が必要な人へのアウトリーチ、子

育て世帯への支援や孤独・孤立対策など課題を整理しました。  

 今後、当協議会が持つ地域住民をはじめとし、行政、福祉、医療および

ボランティア等がネットワークを一層の強化を図るなど、「第六次地域福

祉活動計画」の基本理念である『人と人がつながり、支え合い、だれもが

安心していきいとと暮らせるまち』の実現に努めてまいります。  

４  現状のまとめ  
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ア～オ  

・アウトリーチ（ P .３）－積極的に対象者のいる場所に出向いて必要なサービ

スや情報を届けるよう行動すること。  

・アクティビティトイ（ P .４５）－高齢者に対するリハビリや介護予防に使わ

れ、また、生活を豊かにする大人が遊んでも楽しいおもちゃ。  

･遺贈（ P .５６）－遺言により遺言者の財産を無償で譲ること。  

･一般事業主行動計画（ P .５９）－企業が従業員の仕事と子育ての両立を図る

ための雇用環境の整備や、子育てをしていない従業員も含めた多様な労働条件

の整備などに取り組むに当たって、（ 1）計画期間、（ 2）目標、（ 3）目標達

成のための対策及びその実施時期を定めるもの。  

･ S D Gｓ（持続可能な開発目標）（ P .１９）－ 2 0 0 1 年に策定されたミレニアム

開発目標（ M D G s）の後継として、 2 0 1 5 年 9 月の国連サミットで加盟国の全会

一致で採択された「持続可能な開発のための 2 0 3 0 アジェンダ」に記載された

2 0 3 0 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標。  

･ S N S（ P .２４）－ソーシャルネットワーキングサービス（ S o c i a l  

N e t w o r k i n g  e r v i c e）の略で、登録された利用者同士が交流できる W e b サイ

トの会員制サービスのこと。  

・お－チャンネル（ P .２４）－青梅ボランティア・市民活動センターが開設す

る公式 Y o u T u b e チャンネルのこと。  

 

カ～コ  

・ケアマネジャー（介護支援専門員）（ P .３３）－介護保険制度で、利用者の

生活や介護に関する相談に応じるとともに、ケアマネジメントという手法を用

い、利用者がその心身の状況等に応じ適切なサービスを利用できるよう、市区

町村、サービスを提供する事業所、施設などとの連絡調整等を行う人のこと。  

「介護支援専門員」は、ケアマネジャーの仕事に必要な資格の名称である。  

・権利擁護（ P .３３）－自己の権利や援助のニーズを表明することの困難な認

知症高齢者や障害者等に代わって、援助者が代理としてその権利やニーズ獲得

を行うこと。  

５  用語解説  

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/cybersecurity/kokumin/glossary/glossary_03.html#%E3%82%BD%E3%83%BC%E3%82%B7%E3%83%A3%E3%83%AB%E3%83%8D%E3%83%83%E3%83%88%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%AD%E3%83%B3%E3%82%B0%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/cybersecurity/kokumin/glossary/glossary_11.html#Web%E3%82%B5%E3%82%A4%E3%83%88%EF%BC%88%E3%82%A6%E3%82%A7%E3%83%96%E3%83%BB%E3%82%B5%E3%82%A4%E3%83%88%EF%BC%89
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/cybersecurity/kokumin/glossary/glossary_11.html#Web%E3%82%B5%E3%82%A4%E3%83%88%EF%BC%88%E3%82%A6%E3%82%A7%E3%83%96%E3%83%BB%E3%82%B5%E3%82%A4%E3%83%88%EF%BC%89
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・公正証書遺言（ P .３７）－自筆証書遺言が自分の手で書くのに対し、原則的

に公証役場にて、公証人や証人の立ち会いのもと遺言書を作成する方法のこ

と。  

・高齢者クラブ（ P .２４）－地域を基盤として高齢者が主体的に集まって活動

する組織。  

 

サ～ソ  

･次世代育成支援対策推進法（ P .５９）－我が国における急速な少子化の進行

等を踏まえ、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される環

境の整備を図るため、次世代育成支援対策について、基本理念を定めた法律。  

・寄付型自動販売機（ P .５６）－自動販売機の売上げ１本ごとに、希望いただ

いた団体へ寄付をすることができる自動販売機。  

設置オーナーは振込みなどの手間が無く、購入者は気軽に社会貢献をするこ

とができる。  

・市民後見人（ P .３３）－弁護士や司法書士、社会福祉士などの資格を持たな

い親族以外の市民による成年後見人等のこと。  

・社会貢献活動（C S R）（ P .１１）－企業活動において、社会的公正や環境な

どへの配慮を組み込み、従業員、投資家、地域社会などの利害関係者に対して

責任のある行動を取るとともに、説明責任を果たしていくことを求める考え

方。  

・社会福祉協議会（ P .１）－社会福祉法の規定に基づき組織される地域福祉の

推進を目的とする団体で、一般定には、「社協」の略称で呼ばれる場合が多

い。  

市区町村を単位とする市区町村社会福祉協議会、指定都市の区を単位とする

地区社会福祉協議会、都道府県を単位とする都道府県社会福祉協議会がある。   

社会福祉を目的とする事業を経営する者および社会福祉に関する活動を行う

者が参加するものとされており、さまざまな福祉サービスや相談、ボランティ

ア活動や市民活動の支援、共同募金など地域の福祉の向上に取り組んでいる。  

介護保険制度下のサービスを提供している社協もある。  

・社会福祉士（ P .３４）－「社会福祉士及び介護福祉士法」にもとづき、国家

試験に合格し厚生労働大臣の免許を受けた者。  
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社会福祉の専門的知識および技術をもって、身体上もしくは精神上の障害が

あること、または環境上の理由により日常生活を営むのに支障がある者の福祉

に関する相談に応じ、助言、指導、福祉サービスを提供する者、または医師そ

の他の保健医療サービスを提供する者その他の関係者との連絡および調整その

他の援助を行う専門職。  

・社会福祉法（ P .３）－社会福祉を目的とする事業の全分野における共通的基

本事項を定める法律で、地域福祉の推進を図るなど、社会福祉の増進に資する

ことを目的とする法律。  

・社会福祉法人（ P .４０）－社会福祉事業を行うことを目的として「社会福祉

法」にもとづいて設立された法人。  

社会福祉法人は、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」や「公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」に規定される公益法人より

も、設立要件を厳しくしており、公益性が極めて高い法人であるといえる。  

このため、自主的な事業経営の基盤強化、透明性の確保、提供するサービス

の質の向上といった観点が求められる一方、税制上の優遇措置などがとられる

といった特徴がある。  

･情報セキュリティポリシー（ P .５９）－企業や組織において実施する情報セ

キュリティ対策の方針や行動指針のこと。  

･重層的支援体制（ P .３）－地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対応す

る断らない包括的な支援体制を整備するため、相談支援（包括的相談  支援事

業、多機関協働事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業）、参加支援事

業、地域づくり事業を一体的に実施する事業。  

・親族後見人（ P .３３）－被後見人等の家族や親族で、成年後見人に選任され

た者のこと。  

 

タ～ト  

･第２層協議体（ P .３９）－日常生活圏域（中学校区域等）を対象に、生活支

援の担い手の養成やサービスの開発等の資源開発、関係者のネットワーク化の

推進、地域の支援ニーズとサービス提供主体のマッチング等を主な役割とする

もの。  

・地域アセスメント（ P .２２）－課題分析などと訳される。利用者が直面して

いる地域における生活上の問題・課題（ニーズ）や状況の本質、原因、経過、
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予測を理解するために、必要なサービスの提供や援助に先立って行われる一連

の手続のこと。  

･地域共生社会（ P .１）－制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け

手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人

と資源が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生き

がい、地域をともに創っていく社会。  

･地域サロン（ P .２２）－平成 6 年 ( 1 9 9 4 年 )から、全国社会福祉協議会が中

心となり、高齢者がいきいきと暮らすための地域の活動の場として「ふれあ

い・いきいきサロン」事業が全国的に推進されている。  

地域住民が主体となって運営・参加を行い、高齢者であればだれでも参加で

きる高齢者の集い・通いの地域交流の場。  

・地域福祉活動計画（ P .１）－社会福祉法第 1 0９条の規定にもとづき、民間

組織である社会福祉協議会が活動計画として策定する計画。  

・地域福祉計画（ P .７）－社会福祉法第 1 0７条の規定にもとづき、地域の福

祉施策について、各自治体における方針や整備すべき社会福祉サービスなどに

ついて目標が明記されたもの。  

･地域福祉コーディネーター（ P .２５）－地域において課題やニーズを発見

し、受け止め、地域資源（サービス等の情報・  人・場所）をつなぎ、具体的

な解決へ導くことができる人材。  

・地域福祉支援計画（ P .４）－社会福祉法第１０８条の規定にもとづき、都道

府県が市町村の地域福祉計画に達成に資するため策定する計画。  

・地域福祉推進委員会（ P .６）－地域住民が主体となり、地域福祉を推進する

ために作られた自主組織。  

・地域包括支援センター（ P .１０）－地域の高齢者の心身の健康保持や生活の

安定のために必要な援助を行うことを目的として設置された機関。  

・ D X（デジダルトランスフォーメーション）（ P .５９）－企業がビジネス環境

の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニー

ズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのも

のや組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立するこ

と。  
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・特定非営利活動法人（ N P O 法人）（ P .９８）－ボランティア団体など特定非

営利活動を行う団体。一定の要件を満たせば、「特定非営利活動促進法」によ

る法人格を取得することができ、団体としての財産保有や福祉サービスへの参

入などが可能になるもの。  

 

ナ～ノ  

･日本一億総活躍プラン（ P .６３）－少子高齢化という日本の構造的な問題に

ついて、正面から取り組むことで歯止めをかけ、５０年後も人口１億人を維持

し、一人ひとりの日本人、誰もが、家庭で、職場で、地域で、生きがいを持っ

て、充実した生活を送ることができる社会を実現できるための実行計画。  

 

ハ～ホ  

･ファンドレイジング（ P .５６）－民間団体が、活動のための資金を個人、法

人、政府などから集める行為の総称。  

・８０５０問題（ P .１）－ 8 0 代の親が 5 0 代の子どもの生活を支えるために経

済的にも精神的にも行き詰まってしまうこと。  

・フードパントリー（ P .２８）－企業や個人で余剰となった食品を生活に困っ

た人たちへ供給する活動。  

・防災士（ P .１６）－日本防災士機構が“自助”“共助”“協働”を原則とし

て、社会の様々な場で防災力を高める活動が期待され、そのために十分な意識

と一定の知識・技能を習得した人に与えられる資格。  

・防災さんぽ（ P .４５）－地震などの後、避難所まで行く経路に危険はない

か、どのルートを通れば安全に避難ができるかを考えながら散歩すること。  

・プラットフォーム（ P .２６）－地域づくりの課題に対し、関連する事業が横

断的に関わり合うことで、新たな価値や効果を生み出し、地域づくりを進めて

いこうとするもの。  

・プロボノ（ P .１１）－職業上のスキルや経験を生かして取り組む社会貢献す

るボランティア活動。  

 

マ～モ  

・マイノリティー（ P .１４）－ある社会を占める人たちとは違う属性を持った

個人やその集団を指すもの。  
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・民生委員（ P .１０）－「民生委員法」に基づき、各市区町村の区域に置かれ

る民間奉仕者のこと。  

都道府県知事の推薦により厚生労働大臣が委嘱し、任期は３年とされてい

る。  

職務は、①住民の生活状態を適切に把握すること、②援助を必要とする者が

地域で自立した日常生活を営むことができるよう相談・助言・その他の援助を

行うこと、③援助を必要とする者が福祉サービスを適切に利用するための情報

提供等の援助を行うこと、④社会福祉事業者等と密接に連携し、その事業また

は活動を支援すること、⑤福祉事務所その他の関係行政機関の業務に協力する

ことと規定されている。  

なお、民生委員は児童福祉法による児童委員を兼務する。  

･緑のカーテン（ P .６１）－ツル性の植物（ゴーヤ、ヘチマ等）による壁面緑

化で、夏の強い日差しを和らげ、  葉の蒸散作用により周辺温度を下げること

で室温の上昇を抑える効果があるもの。  

 

ヤ～ヨ  

・ヤングケアラー（ P .１）－本来大人が担うと想定されている家事や家族の世

話などを日常的にやっている子どものこと。  

 

「ラ～ロ」  

・リユース（ P .１３）－再使用すること。  

 

ワ  

・ワーキングチーム（ P .５５）－共通した目的を持ち、仕事を調整し合う集団

のこと。  
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令和元年度（2 0 1 9 ）  

月日  国 ・都等の動き  当協議会の動き  

1 月  ・ 神奈川県 、国内 1 例目の感染者確認  

・W H O 、 国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態

を宣言  

【 ト ピ ックス 】  

 ・ 新型コロナウ イルス感染症に伴う特例貸付実施  

【 新型コロナウ イルス感染症に対する感染防止のため 、  

中止等した事業 】  

◆書面開催した事業  理事会 、評議員会  

◆中止した事業  

障がい者学習会  

成年後見制度市民講演会  

ふれあいダーツ体験教室  

介護予防教室  

出張介護予防教室  

青梅ボランティア ・ 市民活動団体全体会議  

学童保育指導員研修会  

◆実施した事業  学童保育 １日保育  

◆その他  福祉センター管理運営  集会室 ・宴会場キャン

セルあり  

2 月  ・W H O 、 病名を C O V I D - 1 9 、 ウ イルスを S A R S -

C o V - 2 と命名  

・ 政府 、新型コロナウ イルス感染症対策基本方針の発

表  

・ 首相 、スポーツ ・ 文化イベン トなどの大規模イベン ト

自粛要請  

・ 首相 、全国の小中高へ臨時休校要請  

3 月  ・W H O 、 パンデミック宣言  

・ 新型 インフルエンザ等対策特別措置法 （特措法 ）施行  

・ 東京五輪の延期を発表  

・ 首都圏 5 都県 （東京 ・ 神奈川 ・ 埼玉 ・ 千葉 ・ 山梨 ） 知

事 、不要不急の外出自粛要請  

令和 2 年度（2 0 2 0 ）  

4 月  ・ 7 都府県 （東京 ・ 神奈川 ・ 埼玉 ・ 千葉 ・ 大阪 ・ 兵庫 ・ 福

岡 ） 、 緊急事態宣言発出  

・ 全国民への一律 1 0 万円 (特別定額給付金 )の給付

開始  

【 ト ピ ックス 】  

・ 新型コロナウ イルス感染症特例貸付で 1 0 億円貸付  

・ 小学校休校に伴う学童保育所緊急閉所  

・ Z O O M の活用 （市民向けの Z O O M 使い方講座の開

催 、 リモート会議の実施 ）  

【 新型コロナウ イルス感染症に対する感染防止のため 、  

中止等した事業 】  

◆書面開催した事業  

5 月  ・ 緊急事態宣言  全面解除  

6 月  ・ P C R 検査の導入開始  

・ 都道府県をまたぐ移動の自粛を全国で緩和  

・ 厚労省 、新型コロナウ イルス接触確認アプリ

「 C O C O A 」 リ リース  

６  新型コロナウイルス感染症への対応（時系列）  
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7 月  ・ 政府 、 イベン ト開催制限を緩和  

東京都 、警戒を最高レベルに引き上げ  

理事会  

評議員会  

評議員選任 ・解任委員会  

成年後見制度推進機関運営委員会  

◆オンライン開催した事業  学童保育指導員研修会  

◆訪問 （監査委員 ） により実施した事業  決算審査  

◆中止した事業  

第４ ６回社会福祉大会  

第４ １回青梅市障がい者と家族のスポーツ大会  

お～ちゃんフェスタ 2 0 2 0  

第５ ７回青梅市敬老会  

ひとりぐらし高齢者ふれあい旅行  

福祉のしごと相談 ・ 面接会  

青梅ボランティア ・ 市民活動団体全体会議  

高齢者料理教室  

高齢者介護予防教室  

高齢者配食サービス ・ ボランティアによる配食  

年末家事援助  

夏！体験ボランティア 2 0 2 0  

障がい者学習会  

いきいきサービス  

◆その他  高齢者実態調査 （世帯の状況確認のみ ）  

9 月  ・ 東京都 、警戒レベルの引き下げを決定  

・ 政府 、 9 / 1 9 からのイベン ト開催人数制限の緩和を

発表  

1 0 月  ・ G o  T o ト ラベル 、東京発着旅行が対象に  

・ G o  T o イー ト開始  

1 1 月  ・ 1 日当たりの新規感染者数 、初の 2 0 0 0 人超  

・ 東京都 、独自の警戒レベルを最高レベルへ引き上げ  

・ 政府 、 G o T o ト ラベル ・ イ ー トの運用見直しを表明  

・ 東京都 、酒を提供する飲食店などに営業時間の短縮

を要請 （ 2 8 日～ 1 2 月 1 7 日 ）  

1 2 月  ・ 東京都 、 「 年末年始コロナ特別警報 」発出  

・ 東京都 、医療提供体制  最も高い警戒レベルに引き

上げ  

・ 政府 、全世界からの外国人の新規入国の一時停止を

決定 （ 2 8 日～ 1 月末 ）  

1 月  ・ 1 都 3 県 （東京 、神奈川 、千葉 、埼玉 ） 、 2 度目の緊

急事態宣言発出 ( 1 / 8～ 2 / 7 )  

・ 東京都 、新規感染者数 2 4 4 7 人で過去最多を更新  

2 月  ・ 改正特別措置法 （特措法 ）が成立  

・ 医療従事者 、ワクチン先行接種  開始  

3 月  ・ 首都圏 1 都 3 県 (東京 ・ 神奈川 ・千葉 ・ 埼玉 )の緊急

事態宣言再延長  

（ 7 日の期限を 2 週間延長し 2 1 日までに ）  

・ 東京五輪 ・ パラリンピック 、海外からの観客受け入れ

断念を決定  

令和 3 年度（2 0 2 1 ）  

4 月  ・ ま ん延防止等重点措置 、 3 都府県 （東京 ・ 京都 ・ 沖

縄 ） 適用決定 （東京 ： 4 / 1 2～ 5 / 1 1 ）  

・ 高齢者 、ワクチン接種開始  

・ 4 都府県 （東京 、大阪 、兵庫 、京都 ） 、 3 回目の緊急

事態宣言発出を決定 （ 4 / 2 5～ 5 / 1 1 ）  

【 ト ピ ックス 】  

・ 新型コロナウ イルス感染症特例貸付で延べ １ ５億円貸付  

・ ワ クチン接種による車いす貸出件数増加  

・ Z O O M の活用 （学童保育指導員全体会議 、上級手話講

習会 、ボランティア体験 ）  
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6 月  ・ 政府 、ワクチン大規模接種センター 1 8 歳～ 6 4 歳に

も接種開始  

・ ワ クチン職域接種 、全国で本格的に開始  

【 新型コロナウ イルス感染症に対する感染防止のため 、  

中止等した事業 】  

◆書面開催した事業  

理事会  

評議員会  

評議員選任 ・解任委員会  

ボランティア ・ 市民活動センター運営委員会  

◆オンライン開催した事業  西多摩ブロック地社協役員研

修  

◆中止した事業  

第４ ７回社会福祉大会式典  

お～ちゃんフェスタ 2 0 2 1  

第５ ７回青梅市敬老会  

ひとりぐらし高齢者ふれあい旅行              

福祉のしごと相談 ・ 面接会  

高齢者料理教室  

高齢者介護予防教室  

夏！体験ボランティア 2 0 2 1  

◆代替した事業  ちょっぴり山梨体験会  （ ひ とりぐらし

高齢者ふれあい旅行の代替 ） 、 スマホ入門講座  （ 高齢者

料理教室の代替 ）  

◆その他  高齢者実態調査の縮小 （世帯の状況に応じた

調査 ） 、高齢者見舞品の配送 、手話通訳者等養成研修の

一部延期  

7 月  ・ 東京都 、 4 度目の緊急事態宣言発出を決定 ( 7 / 1 2

～ 8 / 2 2 )  

・ 東京五輪 、 1 都 3 県 （東京 ・ 神奈川 ・ 埼玉 ・ 千葉 ） 無

観客開催を決定  

・ 政府 、ワクチンパスポート （ ワ クチン接種証明書 ）  

2 6 日からの申請受付開始を正式発表  

9 月  ・ 緊急事態宣言とまん延防止等重点措置 、 3 0 日です

べて解除を決定  

1 0 月  ・ ワ クチン 2 回接種 、国内の全人口の 7 0％超え  

1 1 月  ・ 入国制限が緩和され 、外国人の新規入国を一部再開  

・ 国内で初めてオミクロン株の感染者を確認  

1 2 月  ・ ワ クチン 3 回目接種がはじまる  

・ ワ クチン接種証明アプリ 、 運用開始  

1 月  ・ ま ん延防止等重点措置の対象地域に 、 1 3 都県を追

加決定 ( 1 / 2 1～ 2 / 1 3 )  

・ 東京都 、最も深刻な警戒レベルに引き上げ  

・ 東京都 、自宅療養者数  初の 5 万人超  

2 月  ・ オ ミ クロン株の一種 「 B A . 2 」 、 東京都内で市中感染

とみられる事例を初確認  

3 月  ・ ま ん延防止等重点措置 、 2 1 日で全地域解除を決定  

令和 4 年度（2 0 2 2 ）  

4 月  世界全体の感染者数 、累計 5 億人を超える  

ワクチン 3 回目接種 、全人口の半数を超える  

【 ト ピ ックス 】  

・ 新型コロナウ イルス感染症特例貸付 、貸付終了後も継続

的な支援を実施  

・ ボランティア関連講座の再開  

・ 成年後見制度推進機関運営委員会  書面による開催 （第

２回 ）  

・ 学童保育指導員月例全体会  一部リモート実施  

【 新型コロナウ イルス感染症に対する感染防止のため 、  

5 月  ワクチン 4 回目接種開始 （ 6 0 歳以上と 1 8 歳以上の

基礎疾患のある人が対象 ）  

6 月  約 2 年ぶりに外国人観光客の受け入れ再開  

7 月  東京都 、 1 日当たりの新規感染者数 、初の 4 万人超  

8 月  1 週間当たりの新規感染者数 、 5 週連続日本が世界

最多 ( W H O 報告書 )  
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9 月  無症状などの自宅療養者の外出制限緩和  

オミクロン株対応ワクチンの接種開始  

中止等した事業 】  

◆書面による開催  理事会 、評議員会 、評議員選任 ・解任

委員会 、成年後見制度推進機関運営委員会  

◆リモートによる実施  学童保育指導員月例全体会   

◆中止した事業  

第４ ８回社会福祉大会式典  

お～ちゃんフェスタ 2 0 2 2  

夏！体験ボランティア 2 0 2 2  

高齢者配食サービス ・ ボランティアによる配食 （業者が直

接配送 ）  

◆代替した事業  体験事業  （ 夏！体験ボランティアの代

替 ）  

◆その他  高齢者見舞品の配送  

1 0 月  東京都 、全国旅行支援開始  

1 1 月  接触確認アプリ 「 C O C O A 」 の機能停止  

1 月  国内感染者数 、累計 3 , 0 0 0 万人を超える  

2 月  国内死者数 、 7 0 , 0 0 0 人を超える  

厚労省 、雇用調整助成金の新型コロナ特例措置を今年

度で終了することを決定  

令和 5 年度（2 0 2 3 ）   

4 月  厚労省 、 5 月 8 日に 「五類移行 」正式に決定  ・ お～ちゃんフェスタ 2 0 2 ３ 、第 ４ ９回社会福祉大会４年

ぶりに実施  

   

これまでの帰国 ・入国時の水際対策が終了し 、ワクチ

ン証明などの提出が不要に  

5 月  W H O 、 「 国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事

態 」宣言の終了を発表  

新型コロナウイルスの感染症法上の位置付け 、 五類に

移行  
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（1 ）  青梅市地域福祉活動計画策定委員会設置要綱  

 

 第１条（目的および設置）社会福祉法人青梅市社会福祉協議会は、地域  

福祉の推進を目的に「地域福祉活動計画」を策定するため、青梅市地

域福祉活動計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。  

 第２条（任務）委員会は次の事項を行う。  

  ( 1 )  地域福祉活動計画の策定に必要な調査研究に関すること  

  ( 2 )  地域福祉活動計画の策定に関すること  

  ( 3 )  その他必要な事項  

第３条（委員会の構成）委員会は、次に掲げる者につき、会長が委嘱  

する委員１１人をもって構成する。  

( 1 )  学識経験者           ２人  

( 2 )  住民組織代表者         １人  

( 3 )  民生児童委員代表者       １人  

( 4 )  社会福祉団体・施設の関係者   ２人  

( 5 )  ボランティア・ＮＰＯの関係者  ２人  

( 6 )  商工関係者           １人  

( 7 )  東京都社会福祉協議会      １人  

( 8 )  行政担当者           １人  

２  この委員会に委員長および副委員長を置く。委員長及び副委員長は  

委員が互選する。  

第４条（会議）委員会の会議は、会長が招集し、委員長が議長となる。  

２  会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。  

３  委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め   

て意見を聴くことができる。  

第５条（事務局）委員会の事務局は、青梅市社会福祉協議会内に置く。  

第６条（その他必要な事項）この要綱に定めるもののほか、運営に関し  

必要な事項は、委員会において定める。  

第７条（実施期間）この要綱は、令和５年７月１日から施行する。  

 

７  策定委員会の状況  
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（２ ）委員名簿  

任期：令和５年７月１日から令和６年３月３１日まで  

 

 

 

 

 

 

N o .  氏  名  所          属  選  出  母  体  

1  宮城  孝  

法政大学教授  

特定非営利活動法人  

日本地域福祉研究所  

学識経験者  

2  岡垣  豊  弁護士  学識経験者  

3  加藤  博行  青梅市自治会連合会  住民組織代表者  

4  林  美明  青梅市民生児童委員合同協議会  民生児童委員代表者  

5  相墨  欽章  青梅ケアマネジャー連絡会  社会福祉団体・施設の関係者  

6  尾根  清美  青梅市障害者団体連合会  社会福祉団体・施設の関係者  

7  濱野  和子  
特定非営利活動法人  

青梅こども未来  
ボランティア・ＮＰＯの関係者  

8  林  敏幸  森林ボランティア森守会  ボランティア・ＮＰＯの関係者  

9  吉澤  清志  青梅商工会議所  商工関係者（ I T 分野）  

1 0  宮田  遥  地域福祉部職員  東京都社会福祉協議会  

1 1  茂木  正  青梅市地域福祉課  行政担当者  

－  洪  心璐  
東洋大学福祉社会デザイン学部  

社会福祉学科  助教  
研修生  

－  唐  潤中  
法政大学大学院  

人間社会研究科人間福祉専攻  
研修生  
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( 3 )  策定委員会の開催経過  

回  開催年月日・場所  内         容  

第

１

回  

令和５年  

７月１４日 (金）  

S＆D たまぐ－  

センター  

１  青梅市社会福祉協議会会長あいさつ  

２  委嘱状の交付  

３  委員長および副委員長の選任  

４  協議事項  

( 1 )  第五次地域福祉活動計画の評価について  

( 2 )  第六次地域福祉活動計画の基本理念と計画の柱について  

ア  青梅市の状況について  

イ  基本理念および基本目標について  

( 3 )  委員会のスケジュールについて  

第

２

回  

９月１１日（月）  

御岳交流センター  

１  委員長あいさつ  

２  協議事項  

( 1 )  計画における課題整理について  

( 2 )  事業の見直しについて  

第

３

回  

1 2 月１日（金）  

福祉センター  

１  委員長あいさつ  

２  協議事項  

( 1 )  第六次青梅市地域福祉活動計画の骨子について  

( 2 )  基本理念、基本計画について  

 
第

４

回  

令和６年  

1 月２６日 (金 )  

福祉センター  

１  委員長あいさつ  

２  協議事項  

（ １ ）第六次青梅市地域福祉活動計画（案）について  

（ ２ ）第５期青梅市地域福祉計画の概要について  

（ ３ ）市民からの意見募集等について  

（ ４ ）計画の愛称について  

（ ５ ）計画の進行管理について  

第

５

回  

2 月２９日（木）  

福祉センター  

１  委員長あいさつ  

２  協議事項  

（ １ ）第六次青梅市地域福祉活動計画（案）について  

（ ２ ）市民からの意見募集等について  

３  報告事項  

  令和５年度高齢者実態調査集計結果について  
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(４ )  職員ワーキングチームの開催経過  

回  開催年月日・場所  内         容  

第 1 回  令和５年 8 月２２日 (火）  改廃等事業の洗い出しについて  

第 2 回  8 月２５日（金 ）  改廃等事業の選定について  

第 3 回  ８月３１日（木 ）  目指すべき当社協のキーワードについて  

第 4 回  9 月１４日（木 ）  重点事業等（地域づくり、人材育成）について  

第 5 回  ９月２２日（木 ）  子育て支援策等（ １ ）への取組について  

第 6 回  1 0 月５日（金）  子育て支援策等（２ ）への取組について  

第 7 回  1 0 月１９日（木 ）  計画の骨子等について  

第 8 回  1 0 月２７日（金 ）  取組事業シートの作成について  

第 9 回  1 1 月１日（水 ）  取組事業シートの記入方法について  

第１0 回  1 1 月６日（月）  取組事業シートの分担について  

第１ 1 回  1 1 月７日（火）  改廃等事業の整理について  

第１2 回  1 2 月１２日（水 ）  取組事業シートの概要と目標（１ ）について  

アウトリーチ、重層的支援体制整備事業  

子育て支援  

第１3 回  1 2 月１８日（月 ）  取組事業シートの概要と目標（2 ）について  

農福連携  

第１4 回  １ ２月２２日（金 ）  取組事業シートの概要と目標（3 ）について  

孤独・孤立への対策、職員の人材育成  

第１5 回  １ ２月２５日（月 ）  取組事業シートの概要と目標（4 ）について  

災害時ネットワークの構築  

権利擁護・成年後見の推進  

第１6 回  １２月２８日（木）  取組事業シートの概要と目標（5 ）について  

地域福祉推進委員会の設置、終活支援  

第１7 回  令和６年１月１０日（水 ）  取組事業シートの概要と目標（6 ）について  

地域貢献活動、多世代交流  

第 1 8 回  1 月２２日（月 ）  重点取組等について  

第１９回  ３月４日（月 ）  とりまとめ  
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１  意見募集  

( 1 )  期  間  令和６年 1 月２９日（月）から２月１９日（月）まで  

( 2 )  周  知  ホームページ、LI N E、当協議会（福祉センター内）等  

( 3 )  対  象  市民、市内在住・在勤の方、市内ボランティア団体の方  

( 4 )  応  募  ホームページの専用フォームまたは応募用紙を持参  

( 5 )  結  果  募集期間中、意見は寄せられませんでした。  

 

２  愛称投票  

( 1 )  期  間  令和６年１月２９日（月）から２月１９日（月）まで  

( 2 )  周  知  ホームページ、LI N E、当協議会（福祉センター内）等  

( 3 )  対  象  市民、市内在住・在勤の方、市内ボランティア団体の方  

( 4 )  投  票  ホームページの専用フォームまたは投票用紙を持参  

( 5 )  結  果  

第１位  えがお・つながるプランおうめ  ９票  採用決定  

第２位  おうめ・あったかプラン       ５票  

第２位  おいでよ！おうめ えがおプラン ５票  

第４位  えがお・ひろがるプランおうめ   ４票  

( 6 )  その他  第１位となったプラン名は、第六次地域福祉活動計画の愛称

として使用します。  

 

３  イラスト募集  

( 1 )  期  間  令和６年１月２９日（月）から２月２６日（月）まで  

( 2 )  周  知  ホームページ、LI N E、当協議会（福祉センター内）等  

( 3 )  対  象  市内の小学６年生以下のお子さん  

( 4 )  応  募  ホームページの専用フォームまたはイラストを持参  

( 5 )  テーマ  「青梅の風景の中で、人と人がつながりあう様子」  

( 6 )  件  数  １件  

( 7 )  結  果  「第六次青梅市地域福祉活動計画」の表紙に掲載します。  

 

 

８  地域福祉活動計画（案）にかかる意見等の募集  
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青梅のふくしキャラクター  

お～ちゃん  

 

第六次青梅市地域福祉活動計画  

令和６年３月発行  

発  行：社会福祉法人  青梅市社会福祉協議会  

〒１９８－００４２  青梅市東青梅１－１７７－３  

青梅市福祉センター内  

電話  ０４２８ -２２ -１２３３（代表）  

～お～ちゃんと青梅の名所など～ 青梅市社会福祉協議会職員の作品 

 


